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総長メッセージ
Message

　地球温暖化による気候変動により、世界中
で熱波や洪水、干ばつなどの異常気象が発
生し、日本においても、大雨による土砂災害
や洪水などの自然災害が、毎年のように私
たちの生活を脅かしています。1850 ～ 1900	
年を基準とした世界平均気温は、2011 ～
2020 年に 1.1°C の温暖化に達し、2023 年
はエルニーニョ現象の発達によって世界で最
も暑い年になると予想され、気候変動を如何
に食い止めるか世界共通の喫緊の課題です。
また、地震や活発化する火山活動などが頻
発するわが国では、災害リスクに関する知識
と心構えを共有し、洪水・地震・土砂災害
等の様々な災害に備える防災意識の向上や、
私たちを取り巻く自然環境への配慮が不可
欠です。
九州大学では、環境に関する基本理念「九
州大学は、地球未来を守ることが重要な課
題であることを認識し、環境に配慮した実践
活動を通じて、地球環境保全に寄与する人
材を育成するとともに、地球に環境負荷をか
けない社会を実現するための研究を推進す
る。」を掲げ、5	つの環境方針を策定し、継
続した環境改善に取り組んでいます。
また、2030 年に向けた九州大学の目指す
姿として「総合知で社会変革を牽引する大
学」を掲げ、その実現に向け、「Kyushu	
University	VISION	2030」を策定し、本
学の強み・特色を活かして、DX（Digital	
Transformation）の推進に取り組むととと
もに、社会的課題（脱炭素、医療・健康、

環境・食料の 3 領域）の解決に向けたチャ
レンジを開始しています。現代の多様化・複
雑化する社会的課題は、単一の研究分野領
域のみでは解決することが困難で、多様な
知の集合体である大学の力を結集し、知を
複合、融合させ、解決に必要な「総合知」
を生み出し、地域社会と共創して、課題の解
決に取り組んでいきたいと考えています。
　

私たちが目指すべき「持続可能で、一人ひ
とりが多様な幸せ（wellbeing）を実現でき
る社会」の実現には、多くの困難な問題に
取り組み、解決しなければなりません。その
ために大学が果たさなければならない役割
は大きいと考えており、本学が「総合知で社
会変革を牽引する大学」としての取組を地域
社会と一体となって展開することで、理想と
する未来社会の実現に貢献してまいります。
本報告書は、本学の研究教育活動により消
費されるエネルギーや資源の状況や環境に
関する研究・教育の取り組みを広く公開し、	
環境に対する本学の姿勢を理解していただく
ため、社会との環境コミュニケーション・	ツー
ルの一つとして作成しています。引き続き、
環境保全に尽力するとともに、法令を遵守し、
学生・教職員の健康と安全確保、循環型社
会実現に向けた研究と人材育成に努めてま
いります。

令和 5 年 9 月
九州大学総長　石橋 達朗　
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伊都地区 ： 工学系、理学系、人文社会科学系、農学系、
附属図書館、情報基盤研究開発センター、基幹教育院、共創学部
病院地区 ： 医学系、歯学系、薬学系、生体防御医学研究所、病院
大橋地区 ： 芸術工学系
筑紫地区 ： 総合理工学系、応用力学研究所、先導物質化学研究所
別府地区 ： 九州大学病院別府病院

「環境報告書	2023」に記載している内容は、主に
2022 年度（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月
31日まで）の取り組み、データを中心にまとめており、
一部に、令和 4 年 3月 31 日以前および令和 5 年 4
月 1日以降の取り組みや活動が含まれています。

環境報告対象の組織 報告期間

構成員大学の組織

(　) 内の数は組織数

役　員

副理事

役員会

総長 － 理事

監事

（令和４年 5 月現在）

教職員 · 学生

26,608 名

教職員 7,950 名
 教員：2,133 名
 職員：2,469 名
 その他 3,348 名
大学院生 6,951 名
 修士課程：4,046 名
 専門職学位課程：316 名
 博士課程：2,589 名
学部学生 11,707 名
 1 ～ 3 年次：8,113 名
 4 年次以上：3,594 名

令和５年度５月1日現在

環境配慮活動に向けて
Chapter 1

Chapter_1-1

大学概要
事業所名

国立大学法人 九州大学
所在地：〒 819-0395	福岡市西区元岡 744
電話：092-802-2125（代表）

WEB：http://www.kyushu-u.ac.jp
設立：1911 年（明治 44 年）1月 1日

Chapter_1-1

基幹教育院
大学院（学府 (18)、研究院 (16)）
高等研究院
学部（12）
附置研究所 (4)
国際研究所
九州大学病院
附属図書館
情報基盤研究開発センター
学内共同教育研究センター (53)
先導的研究センター (8)
機構その他の組織 (11)
推進室等 (15)
監査室
事務局・部局事務部
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　　( 令和 5 年 5 月 1 日現在 )

＊	土地および延床面積はキャンパス外にある宿舎等を含む。

 キャンパス 所在地 土地 [㎡ ] 延床面積 [㎡ ]

 伊都キャンパス 福岡市西区元岡 744 2,717,130 513,510

 病院キャンパス 福岡市東区馬出 3-1-1 311,239 329,220

 筑紫キャンパス 春日市春日公園 6-1 257,334 81,361

 大橋キャンパス 福岡市南区塩原 4-9-1 63,058 48,361

 別府キャンパス 大分県別府市大字鶴見字鶴見原 4546 100,217 16,598

 箱崎キャンパス跡地 福岡市東区箱崎 6-10-1 437,004 38,441

 地区 所在地 土地 [㎡ ]

 農学部附属農場 福岡県糟屋郡粕屋町 392,708

 福岡演習林 福岡県糟屋郡篠栗町 4,638,364

 宮崎演習林 宮崎県東臼杵郡椎葉村 29,161,473

 北海道演習林 北海道足寄郡足寄町 37,132,393

福岡空港

JR篠栗線

福岡都
市高速

西九
州自
動車
道

JR筑
肥線

姪浜

九大学研都市

福重JCT

野茶RP

西鉄福岡

大橋

大野城

貝塚RP

箱崎RP

中
洲
川
端

箱
崎
九
大
前

西
鉄
貝
塚
線

九
州
自
動
車
道

地
下
鉄
箱
崎
線

西
鉄
天
神
大
牟
田
線

J
R
鹿
児
島
本
線

貝
塚

　
　

　
　

天神

博多湾

ビジネス・
スクール（QBS）
博多駅オフィス

九州大学
箱崎キャンパス跡地

産学官連携
イノベーションプラザ

九州大学
伊都キャンパス

九州大学
筑紫キャンパス

九州大学
大橋キャンパス

九州大学
病院キャンパス

九州大学
別府キャンパス

博多

地下鉄
空港線

Chapter_1-2

キャンパスマップ

[　演習林所在地　]

[　キャンパス所在地　]
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Chapter_1-3

九州大学環境方針

  九州大学は、地球未来を守ることが重要な課題であることを認識
し、環境に配慮した実践活動を通じて、地球環境保全に寄与する
人材を育成するとともに、地球に環境負荷をかけない社会を実現
するための研究を推進する。

基本理念

Chapter_1-3

この環境方針は、すべての学生、教職員及び関係事業者に周知させるとともに、ホームページ等を用いて広く開示する。

　九州大学は、以下に掲げる活動方針に従って、環境目的、目標、
及び計画を定め、環境活動の実施状況を点検 · 評価することにより、
継続的環境改善を図ることとする。

環境方針

コミュニケーション

環境に関する情報を学内外に伝えるため、
環境報告書を作成、公表する。作成にあたっ
ては法令に関する重要な情報を虚偽なく記
載することにより信頼性を高める。

法令遵守等

Policy_5Policy_4

本学におけるすべての環境活動において、
法令を遵守し、環境汚染の防止や温室効
果ガスの削減等に努める。

構成員

Policy_2

学生及び教職員は、本学に関係
する事業者や地域住民とともに、
環境に配慮した活動に取り組み、
本学はこれを支援する。

環境に関する
教育・研究の充実

環境マネジメント
システムの構築

Policy_3Policy_1

地球環境に関する教育カリキュラ
ム及び環境負荷低減のための研究
を、総合大学としての特長を生かし
て充実させ、地球環境の保全に寄
与する。

全学の他、各部局等においても
環境マネジメントシステムを構築
し、環境に配慮した活動に積極的
に取り組み、環境に優しいキャン
パスの実現を目指す。

Chapter_1-3
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具体的な取組

環境安全センター委員会の下
に、環境広報部会、環境教育研
究部会、資源エネルギー部会及
び環境安全部会の 4つの部会を
設け、全学の環境活動を推進す
ると共に、環境報告書を発行し
ています。

学内ホームページにエネルギー
使用量等を公表、省エネパンフ
レットの配布、空調設備、照明
器具を省エネ型に更新、カーボ
ンニュートラルキャンパス実現に
向けた検討など。

遊休物品及び貸付物品等の情報
を提供するために「九大WEB
リサイクルシステム」の運用の
拡大、物品の効率的活用を図る。

可燃ごみに対する古紙の割合を
高めることにより資源化率を上げ
る。産業廃棄物の分別の徹底と
再資源化を促進する。

環境配慮型製品を優先的に購入
する「グリーン購入」を進める。

化学物質管理支援システムによ
る薬品の適正な管理を推進す
る。化学物質の安全管理に関す
る講習会等を開催する。化学物
質のリスクアセスメントを推進す
る。引き続き排出水の水質が基
準値を超えないように指導する。

令和４年度の評価

全学における省エネ活動や安全
管理等、定期的な個々の活動
が定着し一定の効果が認められ
た。また、環境報告書をリニュー
アルした。

カーボンニュートラルキャンパス
実現に向けたプロジェクトチーム
を設置し、取組方針について検
討した。
エネルギー消費原単位 (kL/m2)
を平成30年度から令和4年度の
5年間平均で年 1.2%削減した。

パソコン等電子機器及び関連消
耗品、事務用備品等の取引にお
いて、件数は 232 件で前年度と
比べて27 件の成立件数増加に
より、一定の経費削減効果が認
められた。

古紙の回収量は前年度より５トン
増加したが、可燃ごみとの比率
は 5.4%減少した。
産業廃棄物の再資源化率は前年
度より7.5% 減の 19.8% であっ
た。教育・研究活動が再開され、
可燃ごみや産業廃棄物が増加に
起因すると考えられる。

本学のグリーン購入調達方針に
揚げたすべての特定調達品目に
ついてグリーン購入を行った。

化学物質の安全管理に関する講
習会を8	回行い、386	名の参
加者があった。
基準値を超過しないように排出
水の水質管理を徹底した。
環境安全センターのHPを更新
し、化学物質管理に関する情報
をわかりやすくWeb公開した。

環境マネジメントシステムの体
制下の各組織の役割を再確認
し、連携してより多くの構成員が
環境活動へ参画するよう努める。

カーボンニュートラルキャンパス
実現に向けた取り組み方針を策
定する。
エネルギー消費原単位 (kL/㎡ )
を令和１年度から令和 5年度の
5年間平均で年1%以上削減する。

「九大WEB	リサイクルシステム」
の周知活動を充実させ、より一
層の利用拡大を図る。

古紙回収量を、前年度より増加
させることを目標とする。
産業廃棄物の再資源化率
を前年度より高くする。

グリーン購入調達方針に基づく
調達を継続して行う。

化学物質管理支援システムの適
正運用を行う。講習会、講義等
を通して、化学物質の適切な管
理及び取扱いを広報する。講習
会の e-learning 化を行う。化学
物質の管理状況調査を行い、同
時にリスクアセスメント、棚卸
等の実施状況についても調査す
る。化学物質管理手引きを更新
する。

Chapter_1-4

環境活動計画、評価及び目標
[　環境活動計画、評価及び目標　]

P7

P49

P50
|
P54

P56
|
P60

P40
|
P46

P51

事 項

組織・体制

資源の
有効利用

化学物質管理

温暖化対策

グリーン購入

令和５年度目標 関連ページ
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Chapter_1-5

環境マネジメント体制

総長 環境広報部会

全学環境部会

環境教育研究部会

資源エネルギー部会

環境安全部会

環境安全衛生推進室

環境安全センター委員会 環境部会

部局等の長

部局等の環境委員会 部局等環境部会

環境マネジメント体制として、「環境安
全センター委員会」の下に、環境広報
部会、環境教育研究部会、資源エネ
ルギー部会及び環境安全部会の	4	つ
の部会を設け、全学の環境活動を推
進すると共に、環境報告書を発行して
います。
※令和 5 年度より部局環境報告書は
廃止しました。

Chapter_1-5

環境活動の
取り組み体制
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環境活動と環境教育・研究
Chapter 2

Chapter_2-1

九州大学大学院薬学研究院
准教授

石井 祐次

内外環境の撹乱による次世代影響
ーダイオキシン研究を中心としてー

　１９６８年 西 日 本 一 帯で 見られ た 奇 病 は、 後 に油 症とさ
れ、これまでにその治療に向けた研究が行 わ れてきた (1, 
2)。 油 症 は、 ポリ塩 化ビフェニル (PCB) 混 入 油を摂 取し
たことによることが明らかにされ、その油の中には PCB が
熱 変 性して生 成したダイオキシン類 が 入ってい たことが 分
かって いる (3)。 図 1 にダイオキシン のうち 最 強 毒 性 の
2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin (TCDD) と 油 症
の 主 要 原 因 物 質 の 2,3,4,7,8-pentachlorodibenzofuran 
(2,3,4,7,8-PeCDF) の構造式を示す。従って、油症は、ダイ
オキシン類による大規模な食品中毒事件と捉えられる。55 年
以上経過した現在なお、苦しんでおられる患者さんがあり、未
だ根本的な治療方法は確立されてはいないため、九州大学に
は油症ダイオキシン研究診療センター（九州大学病院皮膚科）
が配置され、問題解決に向けて尽力されている。筆者も全国班、
九大班の班員として微力ながら貢献を目指している。油症班に
対して、九大薬学衛生では、吉村英敏先生（二代目教授、瑞
宝中綬章 , 2018 年逝去）が初期において大変重要な貢献を
され、全国班長も担われた。また、小栗一太先生 ( 三代目教
授、瑞宝中綬章 , 2009 年逝去 )(4) も、全国班長を担うなど
重責を果たされた。さらに、山田英之先生 ( 四代目教授、瑞
宝小綬章 , 2016 年逝去 )(5) も次世代影響に関する重要な貢
献をされた。このテーマであれば、３先生を差し置いて執筆す
るのはおこがましいが、既に鬼籍に入っておられるので、不肖
私が担当させていただく。本稿では、筆者がこのテーマとの
出会いに至る経緯と、現在取り組んでいることについて触れさ
せていただきたい。

　筆者が油症の研究に興味を抱いたのは、学部学生の頃で
あり、当時、衛生化学・裁判化学教室を主宰しておられた
吉村英敏先生の許で大学院での研鑽を目指し研究室の門を
叩いた。ご縁あって、衛生の研究室に入ることが出来、当
時、助教授の小栗一太先生の直弟子として、油症研究とは無
縁に見える薬物代謝酵素、当時マイナーな UDP- グルクロン
酸転移酵素 (UGT) の研究に取り掛かった。吉村先生が定年
退官され、小栗先生が教授になられた頃、大学院博士課程

筆者にとってのダイオキシン類研究 ( 入門編 )

はじめに

(TCDD)
2,3,7,8-Tetrachlorodibenzo-p-dioxin

Cl

Cl

Cl

ClO

O

(2,3,4,7,8-PeCDF)
2,3,4,7,8-Pentachlorodibenzofuran

Cl

Cl

Cl

Cl

O

Cl

次世代毒性 一般的毒性
・性未成熟（精子数減少、性行動障害）
・発達障害（学習記憶能力低下、低体重）

・肝障害
・発ガン促進作用
・免疫機能低下 など

（妊娠動物への曝露）
低用量 高用量

図１ ダイオキシン類による次世代影響

ダイオキシンのうち最強毒性の 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin 
(TCDD) と油症の主要原因物質の 2,3,4,7,8-pentachlorodibenzo-
furan(2,3,4,7,8-PeCDF) の構造式
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内外環境の撹乱による次世代影響

在籍中だった筆者は、修士課程の後輩の研究活動をサポート
することになった。当時研究室で着目されていたのは、ダイ
オキシン様作用を示すコプラナー PCB であった。ダイオキシ
ン 類 に は、polychlorinated dibenzo-p-dioxins (PCDDs)、
polychlrorinated dibenzofurans (PCDFs) お よ び コ プ ラ
ナー PCB がある。コプラナー PCB とは、ダイオキシンのよう
に平面構造を有する PCB のことを指し、広義には、オルト位
に一つの塩素置換を有するモノオルトのものまでを含む。コ
プラナー PCB の 中で は、3,3’,4,4’,5-pentachlorobiphenyl 
(PCB126) が最も毒性が強い (6)。また、ダイオキシン類の毒
性に著しい動物種差があり、モルモットは著しく感受性が高い
ことが分かっていた (7)。その原因は、実は今以って十分明ら
かになっていないが、その原因を明らかにすることから油症の
治療研究に貢献することを目指していた。吉村英敏先生の主
宰されていた頃は、コプラナー PCB および主たる油症原因物
質である 2,3,4,7,8-PeCDF による薬物代謝酵素、シトクロム
P450 1A1 (CYP1A1) および CYP1A2 の誘導が特に着目され
ていた (8, 9)。その当時は既に、CYP1A1 の誘導作用の強さ
は、ダイオキシン類の毒性の強さとよく相関する事が分かって
いた。ダイオキシン類のなかで最強の毒性を示す TCDD ( い
わ ゆるダイオキシン ) の毒性を 1.0 として、同族体・類縁体
にはダイオキシン毒性等価係数 (TEF) が与えられている (6)。
上述の 2,3,4,7,8-PeCDF および PCB126 の T E F はそれぞ
れ 0.3 および 0.1 が与えられている。各々の TEF と存在量の
積からダイオキシン毒性等価量 (TEQ) が求められ、その総和
から環境中や生体内のダイオキシン類の濃度を包括的に評価
する手法が一般化されている。TEF は、ダイオキシン受容体
である芳香族炭化水素受容体 (AHR) を介した CYP1A1 の誘
導の強さを主な指標としており、AHR がダイオキシンの毒性
発現に重要であることは疑いようがない (6)。ダイオキシン類
には発がん性があることも分かっている。しかし、物事は、そ
こまで単純ではない。小栗先生の取られた新たな戦略によ
り、モルモットについてもこれが当てはまるのか検証したとこ
ろ、ダイオキシンに感受性の高いモルモットでは、ダイオキシ
ン様 PCB である PCB126 による CYP1A1 の誘導はラットほ
ど高くなかった。一方、ビリルビン UGT 活性が著しく誘導さ
れた (10)。ラットでビリルビン UGT 活性について調べると逆
に抑制されていた。脂肪酸のωおよびω -1 酸化に関与する
CYP4A の発現についてもビリルビン UGT 活性の変動と同じ
動きをしていた (10)。このように、全貌を捉えるには至らぬま
でも、著しい動物種差の原因の一端を掴む事ができた。多く
の研究が CYP1A1 に着目して展開されているものの、ダイオキ
シン類の毒性は多面的であり、その作用を理解するには、こ
れまでとは違うアプローチをする必要があると考えた。当時
着目した Weber らの論文がある (11)。彼らによると、ダイオ
キシンを高用量与えたラットでは、餌を摂取する量が少なくな
る。その摂餌量を記録して、同じ量をダイオキシンを投与して
いない動物に与えた場合、ダイオキシン投与した場合と同じタ
イミングで死んでいくという。またダイオキシン投与では、糖

新生の鍵酵素ホスホエノールピルビン酸カルボキシキナーゼ 
(PEPCK) の著しい抑制が関与しているとされていた (11)。筆
者らは、これが動物種を超えて共通するなら、より感受性の高
いモルモットでは PEPCK が更に強く抑制されるはずと考えた。
ラットでは、先行研究を支持する結果が出たが、モルモットに
おいては、PCB126 による PEPCK 活性の抑制は見出せなかっ
た (12)。種差の解明は、一筋縄では行かない事が分かった。
同時に、筆者らは、ダイオキシン類が影響を及ぼす対象を限
定的に捉えすぎていることにも気付かされた。そこで取り入れ
たのが、二次元電気泳動によるタンパク質発現パターンの変
動の解析であった。当時、筆者らの取り組む UGT 研究で二
次元電気泳動の技術が確立されつつあった。タンパク質の分
離には、SDS- 電気泳動 (13) が汎用されるが、二次元電気
泳動では、一次元目に等電点電気泳動の改良法である non-
Equilibrated pH gradient electrophoresis (NEPHGE)(14)
を行ってタンパク質の個々の等電点により分離した後、二次元
目に SDS-PAGE を行った。またもや、UGT 研究に支えられ
た形で研究を展開することになった。現在ではプロテオミクス
が様々な解析に活用されているが、当時はそのような状況には
程遠かった。手作りの装置を駆使しつつ、シトクロム P450 が
発現するミクロゾームではなく、細胞質ゾルのタンパク質を比
較検討した。そうすると、著しく発現変動しているタンパク質
を多数見出す事ができた (15)。その中でも発現変動が大きい
ものは、直接同定を試みた。N 末端がブロックされて解析出
来ない場合には、タンパク質スポットのゲル片を集めて、in 
situ で V8-protease 消化を行い、SDS-PAGE で断片を分離、
PVDF 膜にブロットして、エドマン分解によるアミノ酸配列の
同定を行った。その中で、PCB126 に著しく誘導されるものと
して、Selenium binding protein 1 (Selenbp1) を見出した 
(16)。ダイオキシン類は発がん作用があり、当時、Selenbp1
の機能が判然としないものの、がんに対して抑制的な働きのあ
るタンパク質であることが示唆されていたことから (17)、これ
は大発見に違いないと思った。ただ、筆者らの捉えていたの
は、著しいタンパク質発現の変動のみであった。その後、当
時学部生だった石田卓巳氏 ( 現 国際医療福祉大学福岡薬学
部教授 ) がさらに研究を深め、助教の時に Selenbp1 欠損マ
ウスを作製して、特性評価を行っている (18)。Selenbp1 に
は卵巣における重要な働きがあると推定されるが (18)、ラット
やヒトと異なり、マウス肝臓には Selenbp1 に極めて相同性の
高い Selenbp2 も発現している (19)。そのため、ダイオキシ
ン誘導性の Selenbp1 が何をしているのか、ダイオキシンの毒
性発現に重要なのか、逆に毒性を軽減するための防御的な働
きがあるのか、肝臓を中心とした研究では未だ明確になってい
ない。この点は、今なお、興味が尽きず、引き続き研究対象
としている。一方、他のグループから、ヒトの SELENBP1 は、
メタンチオールの代謝に関与し、欠損すると口臭の原因になる
ことも報告された (20)。最近、筆者らは Selenbp1 欠損マウ
スを検討する際に Selenbp2 がほとんど発現していない腎臓
を用いて研究を行い、Selenbp1 が脂質代謝の制御に関わる
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内外環境の撹乱による次世代影響

peroxisome-proliferator-activated receptor-α (PPARα)
を調節していることも示唆している (21)。
　筆者は、二年間筑波大学社会医学系の下條先生にお世
話 になり、その 間 に、 九 大 薬 学 衛 生で は 小 栗 教 授 から山
田英之教授へとダイオキシン研究が引き継がれていた。私
も縁あって再度参画させていただくことになった。当時、ダ
イオキシン毒性軽減作用を有する食品成分等の候補につい
て石田先生を中心に検討が進められており、胃薬の成分の
geranylgeranylacetone が高用量ダイオキシンによる消耗症
を改善できることが明らかになった (22)。また、クルクミンや
ケルセチンなど、ポリフェノール、フラボノイドにもある程度の
改善作用が認められることが分かった (23, 24)。その中で、
ダイオキシン毒性発現機構の研究が続いていた。これに取り
組んでいた当時の主力の博士課程大学院生武藤氏（現　山陽
小野田市立山口東京理科大学薬学部准教授）は研究テーマの
進捗に悩んでいた。そこで、研究計画の大幅な見直しを行った。
山田教授は、乱用薬物の代謝、特に覚醒剤アンフェタミンの
代謝に関わる酵素の精製など CYP の研究背景を持ってダイオ
キシン研究に臨んでおられた。CYP は薬物代謝酵素として有
名であるが、薬物のために生体が準備しているとは考えづら
く、おそらく内因性物質や食事由来成分の代謝のために準備
されていると考えるのが妥当であろう。「ダイオキシンは内因性
物質の代謝、ステロイドの代謝を変動させる。」という作業仮
説が立てられ、武藤氏はその研究に当たった。また、環境中の
ダイオキシンレベルに目を向けると、ダイオキシン類特別措置法
の施行後は、ごみ焼却炉の改善が進み、環境中に排出されるダ
イオキシンレベルが激減した (25)。しかし、一方で、ダイオキ
シン類は難分解性であり、環境中に放出されたダイオキシン類
は分解されにくいことに加え、一旦体内に入ると生物学的半減
期が長く、排泄されにくい。日本では、ダイオキシン類の耐用１
日摂取量 (TDI) を当面４pg TEQ/kg/ 日とするとしている (26)。
油症のようなダイオキシン類への高用量暴露は、今の時代、事
故や事件以外では起こり得ない。一方、油症患者にも次世代
影響が懸念されている。このような背景から、研究方針を高用
量暴露から、環境中に近いレベルの比較的低用量のダイオキシ
ン暴露の研究に変え、次世代影響の研究を開始した。

　継世代影響は油症患者でも推定されているが、その機構の詳
細解析は容易ではなく、動物実験モデルは、この問題解決に有
用である。ダイオキシン類は高用量では、発ガン性などの一般
的毒性を示すが (27)、これに比べてはるかに低い用量で次世代
への影響を及ぼす (28)( 図 1)。比較的低用量のダイオキシンで
妊娠ラットを暴露することにより、出生児に生殖器官の萎縮 (29)
および交尾行動障害 (29, 30) などの性未成熟が生じる。これら
の影響は、障害形質が成長後まで残るため問題が大きい (28)。
周産期に胎児の脳が適切なレベルの女性ホルモンに暴露するこ
とが、脳の雄型への性成熟のために必要であるが、女性ホルモ

ン estradiol の合成には男性ホルモンの供給が必要である (31)。
実験動物の性分化の概要は古くより理解されていたものの、そ
の詳細は未だ十分に明らかになっているとは言えない。そのメ
カニズム解明のために、ダイオキシンを用いた研究が有用と期
待される。動物モデルを用いた次世代影響に関する知見は、す
でに山田英之ら（32）、武田知起  (33) の総説に詳述されてい
る。また、筆者も油症報告に、油症班の取り組みの概要ととも
に執筆 (2) している。本項では、現在までの成果を含めて動物
モデルによる周産期および継世代影響を概説する。一般的な毒
性を示すよりも比較的低用量のダイオキシン (TCDD 1 μg/kg 経
口 ) に妊娠 15 日目 (Gestational day15, GD15) の母ラットを暴
露したとき、GD20 の雄胎児では、男性ホルモンであるテストス
テロンの精巣での合成が低下し、その血中濃度が著しく低下す
る (34)。これは胎児期に、脳下垂体ホルモンである黄体形成ホ
ルモン (Luteinizing hormone, LH) レベルの低下を介して引き起
こされ、胎児期にウマ絨毛性ゴナドトロピン (equine chorionic 
gonadotropin, eCG)(LH 様ホルモン ) を補充することで成長後
の性未成熟が正常へと快復する (35, 36)。すなわち、GD15 に
ダイオキシン暴露した母ラットより生まれた児は成長後、交尾行
動障害を惹起するが、これが胎児期の LH 低下によって引き起こ
され、胎児期の LH 様ホルモン補充で交尾行動が正常レベルに
戻る。また雌児においては、人工甘味料サッカリンを用いた甘味
嗜好性がダイオキシン母体暴露により低下するが、正常レベルに
戻る (36)。この影響には用量依存性がある (37)。脳下垂体にお
けるhistone deacetylase (HDAC) の誘導によるエピジェネティッ
クな影響が、ダイオキシン母体暴露による臨界期の雄児の LH 低
下作用には関わっており、HDAC1, 5 及び 7 が LH β 発現低下
と同時期である出生前後において誘導される (38)。交尾行動障
害には、出生後の gonadotropin releasing hormone (GnRH)
の低下も重要と考えられ、GnRH の補充は、性行動障害を正
常レベルに回復させる (39)。 また、ダイオキシン高感受性の
C57BL と低感受性の DBA マウスを用いた比較では、DBA マウ
スでは同じ影響を観察するためにより高用量のダイオキシンが必
要であったことから、周産期の児の LH 低下作用に AHR の関与
が強く示唆された (40)。母体暴露による胎児の LH 低下作用に
は用量依存性があるものの、ラットを用いた検討では、ダイオキ
シン類中で最強毒性を示す TCDD (TEF=1.0) と油症の主要な
原因物質である 2,3,4,7,8-PeCDF (TEF=0.3) を比較したところ、
後者では relative potency が約 0.02 であり、次世代毒性で捉え
た場合、TCDD と同じ影響を及ぼすには既存の TEF では十分説
明できず、TEF で見積もられるよりも遥かに高用量が必要であっ
た (37)。前述したように、TEF は主に、AHR を介した CYP1A1
の誘導作用を基にして設定されている (6) 。従って、TEF では
考慮されていない別の要因を考える必要がある。油症班の先行
研究で、ダイオキシン類は CYP1A1 および CYP1A2 を誘導する
が、CYP1A2 へ 2,3,4,7,8-PeCDF が高親和性で結合することが
分かっており (8)、肝の CYP1A2 が 2,3,4,7,8-PeCDF を留める
働きをしていると推定されている。2,3,4,7,8-PeCDF は、他の
ダイオキシン類より母獣の肝臓に蓄積しやすいと報告されてい

動物モデルによる周産期および継世代影響
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る (41)。さらに、ダイオキシン類の肝臓への蓄積が Cyp1a2
欠損マウスでは起こらないことからも支持される (42)。PCDD
類と PCDF 類での児への移行性の違いは、油症患者において
も認められており、PCDF 類の移行は PCDD 類に比べて低い
ことが示唆されている (43)。ダイオキシンの毒性発現に AHR
が重要な役割を示すことは既に述べたが、AHR 欠損ラットを
作製し (44)、これらの後世代毒性への AHR の寄与の検証に
用いた。AHR 欠損ラットの表現形には、ダイオキシン次世代
毒性で見られるそれと幾つかの共通点がある。ダイオキシン投
与をしていない AHR 欠損ラットにおいても、特に、胎児期の
LH については、有意に低下していた。AHR 欠損ラットでは出
生、成長後に性行動障害が観察され、AHR 自身が性成熟に
重要な働きを有することがわかった (45)。これらより、AHR
がステロイドの合成調節など、恒常性維持に重要な役割をもっ

ていることが示唆される。周産期において高親和性のリガン
ドであるダイオキシンが存在すると、AHR の働きが撹乱され、
障害性がインプリントされると推定される。低用量ダイオキシ
ン母体暴露によって起こる児の LH 低下作用は、AHR 依存的
であることも確認された (45)。上述のように、LH 様ホルモン
eCG を胎児に直接補給することにより、ダイオキシン母体暴露
による胎児期の LH 低下作用は正常に回復するが (35, 36)、
この実験は侵襲的であり、油症患者にそのまま適用することは
現実的には難しく、より安全な方法を考えることが課題である。
一方、胎児期に、TCA サイクルの必須補酵素α - リポ酸レベ
ルが視床下部において低下しており、ATP 含量も低下してい
る (34)。これに対し、α - リポ酸を母体へ投与することにより、
ATP が正常レベルに戻り、LH レベルも快復し、テストステロ
ンレベルは通常レベルに戻すことが出来る (34)。

図 2  ダイオキシンによる臨界期の次世代影響および周産期の母体への影響 ( まとめ )

プロラクチン (55), 成長ホルモン (GH)(53) および黄体形成ホルモン (LH) (45). 福岡医学雑誌の油症報告集に 2021 に掲載したもの (2) を許可を得て転載 . プ
ロラクチン 1) および LH 2) は , グラフィカルアブストラクトより改変して掲載 . 1) This research was originally published in the Biochemical Pharmacology. 
Tomoki Takeda, Misaki Fujii, Waka Izumoto, Yukiko Hattori, Takeshi Matsushita, Hideyuki Yamada, Yuji Ishii. Gestational dioxin exposure 
suppresses prolactin-stimulated nursing in lactating dam rats to impair development of postnatal offspring. 2020; 178: 114106. © Elsevier (55); 
2) This research was originally published in the Biochemical Pharmacology. Hattori Y, Takeda T, Nakamura A, Nishida K, Shioji Y, Fukumitsu H, 
Yamada H, Ishii Y. The aryl hydrocarbon receptor is indispensable for dioxin-induced defects in sexually-dimorphic behaviors due to the reduction 
in fetal steroidogenesis of the pituitary-gonadal axis in rats. 2018; 154: 213-221. © Elsevier (45). 
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ダイオキシンの次世代影響は、上述の性未成熟にとどまらな
い。妊娠ラットがダイオキシンの暴露を受けることにより、出
生児に低身長・低体重 (46, 47)、学習記憶能力障害（48, 49）
および社会行動の低下（50）などに代表される成長遅延も生
じる。また、Yusho および Yucheng において出生した子供に
おいて低体重（51）や認知発達の遅延 (52) 等が示唆されてい
る。低用量ダイオキシン母体暴露 (GD15, TCDD 1 μg/kg, 経
口 ) では、児に発育障害が惹起される (53)。その機構には、
児の成長ホルモンおよび甲状腺ホルモンの低下作用がある (53, 
54)。また、母体側要因として、プロラクチン低下による育児能力
減退作用がある (55)。成長ホルモンの低下作用は、胎児期に顕
著である (53)。成長ホルモン低下作用は、特に雄児の場合は母
体のコルチコステロンレベルの低下に起因し、これには、母獣
における代謝酵素の変動が関係すると推定される (53)。母獣へ
のコルチコステロン供給により児は成長障害から快復する (53)。
また、雌雄児に共通する成長ホルモン低下の要因として Death 
associated protein-like 1 (DAPL1) の関与も推定している (56)。
ダイオキシンによる育児能力減退作用は、AHR 依存的であり、
プロラクチンの母体への補給によって改善されることから、母体
側の要因として重要である (55)。また、プロラクチン低下が、出
生児の学習記憶能力の低下作用の原因であることも確認された。
里親実験を行った際も、この育児能力低下は児がダイオキシン母
体暴露を受けたか否かには影響されなかった。従って、育児能
力減退 ( ネグレクトのモデルとも捉えられる ) は母体側に原因が
ある。母体では、transforming growth factor 1 β (TGF1 β )
が誘導されており、プロラクチンの低下への寄与が大きい  (55)。
但し、ダイオキシン毒性発現に関わる AHR について考えると、ダ
イオキシン高反応性の C57BL マウスとダイオキシン低反応性の
DBA マウスでは、C 末端領域のアミノ酸配列の違いにより AHR
の機能が著しく異なるが、ヒトAHR は低反応性の DBA のそれに
類似していることが分かっている (57)。また、Wistar 系ラットは
C57BL マウスと遜色のないダイオキシン次世代毒性への感受性
を示す (37, 40)。従って、基本的な毒性発現機構は共通するとし
ても、これらの結果をそのままヒトに適用することには、慎重で
あるべきである。一方、ダイオキシンがヒト次世代の性特異的機
能に与える影響が無視出来ないとの指摘は、近年の出生コホー
ト調査からなされている (58, 59, 60)。油症患者では、高レベル
のダイオキシン類に暴露していることから、経胎盤および母乳か
ら次世代に移行したダイオキシン類によって継世代影響が起こる
可能性、および遺伝子の変異を伴わないエピジェネティックな影
響を及ぼす可能性を注視していく必要がある。

　 本研究の特に次世代影響につ いては、山田英之先生の
リーダーシップで推進されてきた。厚生労働科学研究費により
LC-MS が導入できたことも大きなツールとなった。さらには、油
症研究、大型研究費の科学研究費基盤研究 S による後押しも大
きかった。武田知起助教（現　日本バイオアッセイリサーチセン

ター主任研究員）が良く応え、多くの大学院生を励まして獅子奮
迅の働きをした。ダイオキシン次世代影響の主要な３つの側面が
明らかに出来たのはこれによる所が大きい ( 図 2)。しかし、大変
残念ながら、山田英之先生は 2016 年 2 月に胃がんのため現役
で逝去された。次世代毒性の原因の一端は分かった、しかし、そ
の防御法についてはまだ確立されていない。元気な若者を社会に
送り出すことに加え、この研究に本腰で取り組むことが、筆者に
とって新たなミッションとなった。山田英之先生の主宰された分
子衛生薬学分野は、2019 年 7 月から細胞生物薬学分野（田中
嘉孝教授）に合流し現在に至っている。この間、有難いことに筆
者は科研費基盤研究 A に 2017 年と 2021 年に連続採択された。
油症班の班員にもしていただき、引き続き取り組むことが出来た。
これらの支えのお陰様で、学生達と一緒に研究を続けられたこ
とに心より感謝している。元気な留学生も研究に参画し、日本人
学生にも大いに刺激になり国際色豊かになった。その中で、内
外環境の破綻による次世代影響、性未成熟と発達障害のメカニ
ズム解明と予防を目指して、取り組んでいる。この間、三系統の
原因遺伝子の欠損マウスを作製し、機構解析を現在行っている。
幸い、最近、α- リポ酸による性未成熟の改善についての成果を
まとめることが出来た (61)( 図 3)。α- リポ酸は、ダイオキシン
次世代影響である胎児期から新生児期の臨界期における LH 低
下を改善させるが、その機構として葉酸代謝異常の正常化があり、
それにより、出生成長後の性未成熟が雌雄で改善することが分
かった。これ以外にも臨界期の成長ホルモンの低下や母体にお
けるプロラクチン低下と育児放棄（ネグレクト）の問題があり、
これらに有効な方法についても現在検討している。これらのメカ
ニズム研究と予防・治療研究を通してダイオキシン次世代影響の
解決に、油症の研究・治療に微力ながら貢献していきたい。

　紙幅の関係で、お名前を全て挙げることは出来ませんでしたが、
衛生化学・裁判化学教室、分子衛生薬学分野および細胞生物薬
学分野（分子衛生薬学チーム）にてご一緒した学部生・大学院生・
スタッフの諸氏に、自由な教育研究環境を提供してくださってい
る田中嘉孝教授、薬学研究院の教員の皆様に深甚なる敬意を表
して筆を置きます。

おわりに
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図 3
α- リポ酸はダイオキシンによる胎児期の葉酸代謝異常を改善しダイオキシ
ンによる次世代の性未成熟を雌雄において改善する (60). グラフィカルアブ
ストラクトより改変して掲載 . 1) This research was originally published in 
the Biochemical Pharmacology. Ming Yuan, Hiroe Sano, Takaaki Nishino, 
Hongbin Chen, Ren-Shi Li, Yuki Matsuo, Kyoko Nishida, Takayuki Koga, 
Tomoki Takeda, Yoshitaka Tanaka, Yuji Ishii. α-Lipoic acid eliminates 
dioxin-induced offspring sexual immaturity by improving abnormalities in 
folic acid metabolism. 2023; 210:115490. © Elsevier (60)
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Chapter_2-2

　近年、地球温暖化や気候変動に対して、世界各国で脱炭素に
向けた動きが加速しており、COP26（国連気候変動枠組条約第
26 回締約国会議）が終了した 2021 年 11 月時点で、154 か国・
1 地域が 2050 年等の年次を区切ったカーボンニュートラルの実
現を表明している。各国での表明内容は様々であるが、電化、水
素化、CCUS (Carbon Capture Utilization and Storage：二酸
化炭素回収・有効利用・貯留 ) の活用を進めて行くことや、革新
的な研究開発に取り組む方向性は世界各国で一致している［1］。
日本国内でもカーボンニュートラルの実現を目指し、地球温暖化
対策や持続可能な社会の発展に貢献していくため、脱炭素に向
けた研究などが推進されている。本学でも、低炭素排出やエネ
ルギー効率の向上などの基礎研究や燃料電池、CO2 の回収・貯
留技術など革新的な研究を促進している。また次世代エネルギー
として注目されている「水素」や、将来の医療や電力、運輸等で
の応用が期待される「超伝導」の分野で高圧ガス（液化ガス含む）
を冷媒とした基礎研究や実験、実用化試験などが盛んに行われ
ている。
　この高圧ガスは、研究分野に限らず各種工業から食料・医療
など様々な分野で幅広く利用されている。例えば、工業分野では
鉄鋼、化学、エレクトロニクス産業などで窒素、酸素、アルゴン
をはじめ、半導体製造工程で使用される半導体材料ガス等があ
る。医療分野では酸素ガスや麻酔用ガス。食品分野では食品の
保存用として窒素ガス、炭酸飲料やビールには炭酸ガスが使用さ
れている。家庭用ではガスコンロで使用する都市ガスやプロパン
ガス、化粧品（ヘアスプレー等）の噴出剤にはプロパンガスや
炭酸ガス、娯楽・レジャーでは風船などにヘリウムガス、スキュー
バダイビングなど呼吸用での圧縮空気、冷蔵庫等の冷媒にはフロ
ンガス等が使われている。このように様々なガスが我々の身近に
使われ生活には欠かせないものとなっている。
　その一方で、高圧ガスの事故は全国的に増加傾向にあり、利
用する高圧ガスの危険性や正しい取り扱いなどが十分に理解され
ていないために起こる事故が絶えないのが現状である。高圧ガ
スは危険性が高く、災害が起きた時の被害は甚大で、爆発や火災、
窒息などで死亡事故を含む重大な事故が発生している。高圧ガ
スを利用する者は、高圧ガス保安法（以下、高圧法）を遵守し、
高圧ガスを安全に活用するためには使用するガスの性質や特徴
に関する正しい知識を習得すると共に、安全教育を受ける必要が

ある。更に、周囲の環境を考えた安全な取り扱いや管理、保管
などが求められる。
　本トピックスでは、高圧ガスを利用する観点から、高圧ガスに
ついて事故の状況や高圧ガスの法律的な定義をはじめ、冷媒ガ
ス開発の歴史や地球温暖化・環境問題などを考えるとともに、本
学における環境安全教育などを紹介する。また、高圧ガスの安全
な取り扱い方（容器や保管方法、寒材の使用上の注意）について、
高圧法を交えながら解説し、安全対策への理解を深めたい。

（高圧ガスの事故）
　図１に高圧ガス事故の推移を示す（平成元年から令和３年ま
で）。近年、日本での高圧ガス事故は増加傾向にあり、高圧ガス
事故全体で毎年約 600 ～ 700 件、人身事故は毎年数十件が報
告されている（最近 6 年間）。高圧ガス事故の多くは、製造事業
所（高圧ガスの製造とは、高圧ガスをさらに昇圧することや容器
へ高圧のガスを充てんすること）において発生している。近年の
事故件数のうち、噴出・漏えいが約 9 割を占める（容器の喪失・
盗難の件数は除く）。爆発や火災、破裂・破損事故は低水準を
維持しているが、事故が起こった時の被害は大きい傾向にある。
人身事故は、毎年一定程度発生しており、その原因は人為的なミ
スによるものが多い。尚、平成 19 年頃からの事故の増加要因と
しては、高圧法の事故措置マニュアルの改正により、噴出・漏え
いについて事故対象が明確化されたことが挙げられる。また平成
26 年頃からの事故増加要因は、フロン回収・破壊法の改正（平
成 25 年 6 月 12 日公布）により、事業者に対する算定漏えい量
の報告、全機器を対象とした日常点検を義務化したことである。
尚、令和元年頃からの減少要因については、再度の高圧法の事
故措置マニュアルの改正（平成 30 年 12 月 21 日）により、毒ガ
ス以外のガスが締結部等から微小（カニ泡程度）漏えいする事
象については事故対象外と規定されたことが挙げられる。
　事故の原因分析としては、ハード面の問題は腐食などの管理不
良、ソフト面では誤操作・誤判断が多い。これらは、施設や設
備の老朽化による維持管理不足、人材不足、技術の不伝承の問
題が大きく影響していると考えられる［2］。

（高圧ガスの定義）
　高圧法で定義されている「高圧ガス」とは、常用の温度にお

九州大学の環境・安全教育
ー高圧ガスの環境安全教育と適切な取り扱いについてー

はじめに

九州大学環境安全衛生推進室
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いて圧力（ゲージ圧力、以下同じ）が 1 MPa（大気圧力の約１０倍）
以上となる圧縮ガスであって、現にその圧力が 1 MPa 以上であ
るもの、又は温度 35 ℃において圧力が 1 MPa 以上となる圧縮
ガスである（圧縮アセチレンガスの場合は、上記の圧力と温度が
0.2 MPa、15 ℃に変わる）。
　また、液化ガスの場合は、常用の温度において圧力が 0.2 
MPa 以上となる液化ガスであって、現にその圧力が 0.2 MPa 以
上であるもの、又は圧力が 0.2 MPa 以上となる場合の温度が 35 
℃以下であるものとされている。その他、35°C において圧力 0 
Pa を超える液化ガスのうち、特に危険な ガス ( 液化シアン化水
素、液化ブロムメチル、液化酸化エチレン及び 政令で定めるガス )
と定義されている [3]。

（ガスの状態による分類）
　高圧ガスは取り扱う状態により分類され、圧縮ガス、液化ガス、
溶解ガスの三つに分類される。圧縮ガスは窒素、酸素、アルゴ
ンなど様々なガスが圧縮された状態のことであり、上記（高圧ガ
スの定義）の圧力以上で圧縮されたガスを高圧法上の高圧ガス
という。液化ガスは、窒素、酸素などのガスを臨界温度以下に
温度を下げ圧力をかけたもので、上記 ( 高圧ガスの定義 ) 液化
ガスの条件に合致するものが高圧法上の液化ガスである。溶解
ガスには、アセチレンガスなどがある。アセチレンは非常に不安
定なガスで、衝撃等を加えると自己分解し爆発の危険性があり、
容器（ボンベ）内にアセトンを染み込ませた多孔質物質が充填さ
れ、アセチレンがアセトンによく溶解する特性を利用して充填され
ている（高圧法では溶解ガスは圧縮ガスに分類される）。このア
セチレンのような支燃性ガスがなく単独であっても分解反応によっ
て多量の熱を発生し、爆発するガスを分解爆発性ガスとしており、
エチレン、酸化エチレン、オゾン、モノゲルマンなどがこれに属す
る［4］。

（ガスの性質による分類）
　表１にガスの性質による分類［可燃性ガス、支燃性ガス、不燃
性（不活性）ガス、毒性ガスおよび特殊高圧ガス］を示す。「可
燃性ガス」とは、酸素や空気などと反応し燃焼するものであり光
と熱を発して燃えるガスで水素やアセチレン、アンモニア等があ
る。「支燃性ガス」は酸素や空気などで、自らは燃焼せずに可燃

性ガスの燃焼を支える働きをする。「不燃性（不活性）ガス」は、
そのガス自身も燃焼しない、他の物質を燃焼させる性質を持たな
いガスで、窒素や炭酸ガス、アルゴン、ヘリウムなどがある。「毒
性ガス」とは、人体に有害なガスを意味するが、高圧法で指定さ
れたガス、および空気中に一定量以上存在すると人体に有害な
ガスとされ、また、毒性ガスは更に腐食性である場合が多く、他
のガスと区別して取り扱う必要がある。半導体などいわゆる先端
産業において材料ガスとして使用されているガスで、その中には
従来使用されていなかった新規のものがあり、極めて高い毒性を
持つものが多く、可燃性、自然発火性、分解爆発性などの危険
性を持つものがある。そのガスの中で 39 種類は特殊材料ガスと
され、その安全な取り扱いに関する基準がある。更に、その中で
取扱いには特別な注意を要する危険性の高いガスが「特殊高圧
ガス」に指定されており、モノシラン、ジシラン、アルシン、ホスフィ
ン、ジボラン、セレン化水素、モノゲルマンの 7 種類のガスであ
り、全て可燃性、毒性を持つ危険なガスである。注意すべき点は、
窒素などで希釈されたものであっても、濃度に関わらず特殊高圧
ガスであり、ガスを使用する所在地の都道府県等に許可や届出
の確認を行ったうえでガスの消費（使用）を開始するなど、その
製造、販売、移動、消費などに厳しい規制が課せられている。
　可燃性ガスや毒性ガス等が混合しているガスについては 2016
年に高圧法の一部改正があった。それまでは「爆発限界」又は「じょ
限量」をもって定義付けられていた。改正後の混合ガス中の可燃
性判断においては、混合物の爆発限界は実測で得られたデータ
により判定することや、簡易的に計算により算出する場合の計算
式も追加された。一方、混合ガス中の毒性判断については、法
律上明示されているガスに加え、毒物及び劇物取締法で規定す
る毒物のうち、ガス（吸入）で評価された毒物であって、高圧法
第２条の定義による高圧ガスであるものと定義付け、混合物の急
性毒性の値の計算方法なども追加された [3][5][6]。
　高圧法の定義によらないで、またガスの性質（物理的、化学的、
生理学的）等により分類されている場合があり（可燃性、支燃
性、毒性など）、上記に記した高圧ガスに定義された圧力や温度
の範囲外でも、その性質により使用や管理、保管等には十分な
注意が必要である。また、ガスの性質による可燃性や毒性でな
い不活性ガスであっても酸欠による窒息の恐れがあり、また二酸
化炭素（炭酸ガス）の濃度によっては人体への悪影響（濃度２～

九州大学の環境・安全教育

図 1　高圧ガス事故の推移
出 典 : 経 済 産 業 省「 高 圧ガス
事故の状況 について」報告書
(2023) より筆者作成
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表 1　ガスの性質による分類

支燃性ガス

可燃性ガス

不燃性ガス
（不活性ガス）

毒性ガス

特殊高圧ガス

一般高圧ガス保安規則で指定されたガス及び
イ）爆発限界（空気と混合した場合）下限が 10% 以下のもの

ロ）爆発限界の上限と下限の差が 20% 以上のもの

他の物質を燃焼させることができるガス

そのガス自身も燃焼しない、
他の物質を燃焼させる性質を持たないガス

一般高圧ガス保安規則で指定された
ガス及び「じょ限量」が 200ppm 以下のもの

一般高圧ガス保安規則で指定された７種ガス

水素（H2）、アセチレン（C2H2）、
一酸化炭素（CO）、アンモニア（NH3）、

プロパン（C3H8）、ブタン（C4H10）など

酸素（O2）、空気（Air）、塩素（Cl2）、
一酸化窒素（NO）、笑気ガス（亜酸化窒素：N2O）など

窒素（N2）、二酸化炭素（CO2）、
アルゴン（Ar）、ヘリウム（He）など

塩素（Cl2）、一酸化炭素（CO）、アンモニア（NH3）、
一酸化窒素（NO）、二酸化硫黄（SO2）など

モノシラン、ジシラン、アルシン、ホスフィン、
ジボラン、セレン化水素、モノゲルマン

５％で頭痛、めまい、呼吸困難、６～１０％で頻脈、頻呼吸、１１
～１７％で意識消失、１７％以上で昏睡や死亡）があるなど、様々
なガスを取り扱う際には細心の注意が必要である。

（冷媒ガスについて）
　冷媒は、熱を低温から高温部分へ移動させる冷凍サイクルの作
動流体である。１９世紀中ごろから２０世紀初頭には、メチルエー
テル、エチルエーテル、アンモニアなどが冷媒として使用されて
いた。これら冷媒は燃焼性や毒性をもつため家庭用としては普及
することはなかった。1928 年、アメリカにおいて無毒で不燃性で
あるフルオロカーボン冷媒（炭素とフッ素の化合物：一般的にフ
ロン冷媒と呼ばれる）が発明された。その後、様々な種類のフロ
ン冷媒の開発が盛んに行われた。多くのフロン冷媒は、化学的
安定性に優れ、毒性が弱く、燃焼性も高くなく、良好な冷凍サイ
クルを有しており、それまでの冷媒に代わり、産業用および家庭
用の冷蔵庫や冷凍空調などに広く使用され普及した。
　しかし 1970 年代になると、塩素を含むフロン冷媒が大気中に
放出されると、化学的に安定な性質のため、成層圏でオゾン層
を破壊する原因となることが明らかになり、1989 年には塩素を含
むフロン冷媒の製造、消費などが国際的に規制された（モントリ
オール議定書発効）。フロン冷媒の中でも CFC（Chloro-fluoro-
carbon：クロロフルオロカーボン）と HCFC（Hydro-chloro-
fluoro-carbon: ハイドロクロロフルオロカーボン）がオゾン層破
壊物質で、これらの物質を特定フロンと呼んでいる。
　その後、1990 年代に開発された塩素を全く含まない HFC

（Hydro-fluoro-carbon: ハイドロフルオロカーボン）は、オゾン
層を破壊しないため、特定フロンの代替物質、一般に「代替フロン」
と呼ばれ、盛んに使用されるようになった。
　しかし、代替フロンは二酸化炭素の数百倍～数万倍の温室効
果があることがわかり、地球温暖化の原因になるとして問題となっ
た。このため、さらなる代替が求められ、2010 年以降になり、
地球温暖化係数（GWP：Global Warming Potential）の低い
HFO（Hydro-fluoro-olefin: ハイドロフルオロオレフィン）冷媒が
開発され、これらを成分とする混合冷媒の実用化が進められてい

る［7］。
　図２に、代替フロンやグリーン冷媒への転換の状況について示
す。これまでは冷媒にはその優れた物性からフロン類の冷媒が使
用されてきたが、オゾン層破壊物質である「特定フロン（CFC や
HCFC）」は「代替フロン（HFC）」に置き換わってきており、日
本や先進国では 1995 年頃までには塩素を含む CFC 冷媒は全廃
されている。また、日本では 2015 年に「フロン類の使用の合理
化及び管理の適正化に関する法律」= 略称「フロン排出抑制法」
が施行され、2020 年にはオゾン層破壊物質の特定フロンである
HCFC 冷媒は全廃されている。このようにオゾン層保護や地球温
暖化対策を背景として、地球温暖化の影響の少ない物質を冷媒と
して使用する技術開発が進み実用化されている。その代表例が、
二酸化炭素やアンモニア、炭化水素などで、いずれも自然界に
もともと存在している物質であるため、「自然冷媒」と呼ばれてい
る。アンモニアは毒性や可燃性があり取り扱いに注意が必要なこ
とや、導入費用が高いなど普及が進みにくい状況であるが、地
球温暖化の観点からも転換が望まれている。尚、「グリーン冷媒」
とは、明確な定義はなく、「自然冷媒」を含むノンフロン冷媒や
低 GWP のフロン類を指すとされている。今後、高い温室効果を
持つ「代替フロン」から、温室効果の小さい「グリーン冷媒」へ
の転換が必要で、現に利用している機器からの排出の抑制も重
要である［8］。

（豪雨災害）
　日本は地理的に台風の通り道となっていることから、昔から洪
水などの被害が各地で起こっており、日本全国で治水工事が進
められてきた。本学がある九州では、2017 年や 2020 年の豪雨
災害が記憶に新しいが、今年 2023 年 7 月には九州北部をはじ
め、島根県や秋田県で記録的大雨による浸水や土砂崩れの被害
が発生した。九州は国内のほかの地域と比較して台風や梅雨前
線の影響を受けやすく、昔から豪雨災害が起こっている。例えば、
九州北部の筑後川（阿蘇山を水源として熊本、大分、福岡、佐
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賀の４県を流れ、有明海に注ぐ九州最大の一級河川：流路延長
143 km、流域面積 約 2,860 km2）では、明治以降１９の洪水が
観測され、そのうち明治 22 年 (1889 年 )、大正 10 年 (1921 年 )、
昭和 28 年 (1953 年 ) に起こった３つの洪水が筑後川３大洪水と
呼ばれ全流域にわたる被害であった。筑後川の治水は、慶長年
間（1596 年から 1615 年）の時代に始まり、明治以降の近代的
な治水事業がなされていたが、昭和２８年の大規模な洪水被害を
機に、更なる河川域の連続堤防や水路、ダム整備など河川整備
が進められてきた。
　しかし、近年の地球温暖化の影響により、豪雨や大型台風な
どの自然災害が増えており、各地で想定した雨量をはるかに超
え、洪水において計画高水位を大きく超過し浸水被害が発生して
おり、更なる治水工事が必要となってきている［9］［10］。
　世界に目を向けても異常気象がもたらす気温上昇や気候変
動、大雨や洪水など「１００年に 1 度の災害」といわれる地球規
模の自然災害が毎年のように各国で起こっている。パキスタンで
は 2022 年に記録的な豪雨に見舞われ大洪水が発生し、死者は
1,700 人を超え、3,300 万人が被災したと報告されている［11］。

（熱波・干ばつ災害）
　地球温暖化の影響は、豪雨だけでなく熱波や干ばつによる自
然災害が世界各国で深刻な被害をもたらしている。異常気象を分
析する国際研究グループ（ＷＷＡ：ワールド・ウェザー・アトリビュー
ション）らが今年 2023 年に公表した報告書では、北米や欧州、
中国を襲った熱波について気候変動が大きく影響していると報告
されている。2022 年夏、欧州では前例のない熱波が襲い、一部
地域では、猛暑と同時に異常な空気の乾燥にも見舞われている。
この熱波の死者は 6 万人超と推定する論文も掲載されている（科
学誌ネイチャー・メディシンなど）［12］。2023 年のインドなど猛
烈な熱波で、日中の最高気温が 45℃近くまで上昇し、100 人以
上が死亡したと報告されている。中国北京では 2023 年の 6 月の
気温が 41℃以上となり、上海など中国各地で観測史上の最高気

九州大学の環境・安全教育

温を記録している。東アフリカでは 2023 年現在、過去 40 年間
で最悪となる干ばつが起きており、雨季の降水量が 5 年連続で
平年を下回り、干ばつの影響によって東アフリカ全域で推定 2,000
万人以上が深刻な水不足、食料不足に直面している [13]。
　このように地球温暖化による気候変動は、人類だけでなく動植
物の生態系にも深刻な影響を及ぼし、世界各地で水問題や食糧
問題が発生している。地球温暖化・環境問題への対策は、持続
可能な社会の発展と人々の多様な幸せを実現するためにも、早
急に進めなければならない人類共通の課題となっている。

　地球温暖化対策として「脱炭素」などの課題解決に向けた取り
組みとして、2020 年に日本政府から「2050 年カーボンニュート
ラル実現」という目標が掲げられ、カーボンニュートラル実現の
ためエネルギーや資源、環境等に関する様々な分野でその取り
組みが推進されている。エネルギー分野でも「脱炭素」に向け
た動きが世界的に加速している［1］。大学等の教育機関におい
ても地球温暖化に関する様々な研究がなされており、水素社会実
現を加速化するための取り組みや、省エネ・節電など、脱炭素
社会実現に向けた「水素」や「CO2」、「超伝導」などの分野で
の研究開発が盛んに行われている。但し、それらの研究や実験
では高圧ガスや化学物質を扱う実験も多く、重大な事故につなが
るリスクも内包している。
　本学では、学生や教職員の健康と安全を守ると共に、環境保
全と法令遵守の観点から、専門知識を有する学生や教職員など
の人材を育成すると共に、高圧ガスなどに関する事故の撲滅と安
全維持を目指し、教職員・学生に対して、様々な環境・安全教
育を実施しており下記にその一部を紹介する。

（環境と安全の講義）
　学部教育である「環境と安全」の講義では、環境や化学物質、

九州大学における環境・安全教育

図２　代替フロンやグリーン
冷媒への転換
出 典： 環 境 省 経 済 産 業 省、

「代替フロンに関する状況と
現行の取組について」報告書

（2022）

特定フロン
（CFC、HCFC）

代替フロン
（HFC） グリーン冷媒
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BAU：Business As Usual
※フロン分野の排出推計においては、
　現状の対策を継続した場合の推計を示す。

出展：第２回中央環境審議会地球環境部会2020年以降の地球温暖化対策検討小委員会産業構造審議会
　　　産業技術環境分科会地球環境小委員会約束草案検討ワーキンググループ合同会合 資料４
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九州大学の環境・安全教育

放射線、原子力、高圧ガス、健康といった様々な分野に関する
内容を各専門の先生方（７名）に毎週 1 回、8 週に渡る講義で、
春学期（4 月～ 6 月）を「環境と安全Ⅰ」、夏学期（6 月～ 8 月）
を「環境と安全Ⅱ」として開講している。
　図３は 2023 年 6 月に伊都キャンパスで行われた環境と安全の
講義の様子である。講義内容は、身近な生活環境を考察し、悪
影響から身を守る安全活動の目的を考えるとともに、環境問題や
心のケアを含めた安全問題の基本的事項の理解を目的としてい
る。講義では大気、土壌、河川、海洋などの環境の有害物質汚
染、食品・飲料の汚染、感染症など、さまざまな環境問題や安
全問題を取り上げている。これらの問題に上手に対応し、健康被
害や事故を未然に防止するためには、科学的に正しい知識に基
づきこれらの問題を正しく理解することが重要であること、及びこ
れらの問題におけるリスクを客観的に評価し、その結果を正しい
防止策につなげることを学習している。

（高圧ガス保安講習会）
　高圧ガス（液化ガス含む）の取り扱いや実験等に従事する
すべての教職員、学生を対象とした高圧ガス保安講習会「高圧
ガスおよび低温寒剤を安全に取り扱うための講習会（Seminar 
for  the Safe Handling of High-Pressure Gases and Liquefied 
Gases）」を開講しており、年に 1 回の受講を義務付けている。
この講習会は、全学の高圧ガス・寒剤利用者が保安に関する知
識を深め、高圧ガス・寒剤による酸欠や爆発などの事故をおこさ
ず、実験を安全に行えるよう実施している。講習会は、新型コロ
ナを機に 2020 年からは e- ラーニングにて通年実施している（留
学生及び外国人研究者向けの英語版も同時に実施）。講習動画
にて高圧ガス取り扱いに関する基礎知識や保安・法令などにつ
いて学習後、理解度確認のための小テスト（10 問）に合格すれ
ば本コース受講完了となる。また同時に合格者リストに登録され、
低温センターの寒剤発注システムを利用することができる（合格
者リストへの登録が必修）。尚、本講習会を受講完了していない
と本学内での高圧ガスの取り扱いは許可されていない。
　更に、講習会合格者の中から希望者を対象に、各キャンパス（伊
都、病院、筑紫）にて実技講習会を対面にて実施している（年１
回）。図４は 2022 年１１月に行われた実技講習会の様子である。
講習内容は３つの項目（高圧ガス容器の取り扱い方、低温寒剤
の取り扱い方、配管継手施工）について、本学の低温センター

職員やメーカーの方々が講師となり、実際の高圧ガス容器や液
体窒素、配管継手等を使用し、安全な取り扱い方や操作方法な
どについて詳しく学ぶことができる。

（高圧ガス利用者講習会）
　九州大学伊都キャンパスでは、水素の研究教育拠点に相応し
い様々な研究開発が進められており、可燃性ガスである水素ガス
等を安全に使うための取り組みとして、水素・燃料電池関係の実
験施設を利用する全員に対して講習会を実施している。本講習会
は上記講習会とは別に開催され、安全講義（座学）と実技講習（実
習）を別日程で対面にて実施している。
　安全講義（座学）は上記実験施設の利用者全員に毎年受講を
義務付けている。受講生は使用する実験室の安全対策や実験を
行う際の注意事項・準備事項・心構え、緊急時の対応や措置等
について講義を受け、施設の構造や設備、水素検知器、警報等
の保安インフラ等の安全対策を学習する。また施設には高圧ガス
製造保安責任者の免状を所有する保安員（常駐）を配置し、巡
回やガス漏れチェックなど 24 時間体制を敷いている安全管理に
ついてもソフトとハードの両面から学んでいる。
　図５は 2023 年 5 月に行われた実技講習（実習）の様子である。
座学を受講した希望者に対して行われており、高圧ガス容器の圧
力調整器やポータブルガス検知器の取り扱い、配管継手の施工
など、機器の操作方法や配管作業を行う際の注意点などをメー
カーや保安係員の講師の方々から実践的な実技を学んでいる。

図４　2022 年 11 月に行われた実技講習会の様子

図３　2023 年 6 月に行われた「環境と安全」の講義の様子（伊都キャンパス）
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九州大学の環境・安全教育

（高圧ガス安全工学の講義）
　大学院教育として水素エネルギーシステム専攻学生等の必修科
目で、毎年 6 月に集中講義（講義時間 90 分×12 コマ）として
実施している。また、留学生を対象とした同一内容の講義「High-
Pressure Gas Safety Engineering」も毎年 10 月に実施している。
　講義では国家資格「高圧ガス製造保安責任者」の講習にも使
用されているテキストを用い、高圧ガスに関する学識、保安技術
および法令を学んでいる。
　講義の学識では、高圧ガスの定義や分類、高圧ガスでよく使
われる単位をはじめ、気体の性質や熱力学、流動、伝熱、材料
力学など幅広く学習する。保安技術では、高圧ガスの安全管理
に必要な安全設計・管理や保安・防災設備、運転管理、設備管
理などについて技術の習得を目指す。法令では関係する高圧法
に則り、法令の目的や高圧ガスの定義、安全対策、行政手続き
に必要な基礎的な知識など、高圧ガスを取り扱う上で必要な条例
を学ぶ。
　尚、上記の各講習会では、高圧ガスの様々な事故事例につい
ても触れ、発生状況や発生原因、安全対策の重要性や安全に対
する知識の習得が重要であることを学ぶ。また軽微なインシデン
トが生じた際には「ヒヤリハット報告書」を提出することも推奨し
ており、その情報は関係者が共有し、安全衛生会議等で対策を
検討するなど対応がとられている。このように安全に実験を行え
る環境づくりや安全第一に研究できる人材の育成に努めている。

（高圧ガス容器について）
　図 6 に一般的によく使用されている高圧ガス容器の種類とサイ
ズを示す。高圧ガス容器には様々な寸法や大きさ、材質などのも

のがある。代表的な容器は、47 L 型（内容積 47 L、ガス充填
量 7,000 L）の鉄製（マンガン鋼）のもので高さ約 1.5 m、外径
約 23 cm である。その容器には 14.7 MPa（約 150 気圧）とい
う高圧のガスが充填されており、ガスの種類により異なるが、充
填後の重量はおおよそ 60 kg となる。その他に軽量化が図られた
クロムモリブデン鋼製やステンレス鋼製、アルミニウム合金製な
ど少量だが製造されている。昔の古い容器では約 80 kg のもの
も存在する。この内容積 47 L 容器のガス充填量は、高圧で充填
されたガスを大気圧（1 気圧）に戻した時には約 7,000 L となり、
体積の単位（立方メートル：m3）で表すと 7 m3 となる。このこ
とから、47 L 型の容器は 47 L 容器や 7,000 L 容器、7 m3（リュー
ベ）容器とも呼ばれている。また、国内では高圧ガス容器を高
圧ガスボンベとも呼んでいるが、海外ではシリンダー（Cylinder）
と呼ばれている。ボンベは爆弾（bomb）と間違われるので注意
が必要である。

（高圧ガス容器の保管方法）
　高圧ガス容器を横倒しで保管して良いかとの問い合わせがある
が、縦置きで保管が原則である。高圧法では「高圧ガス容器に
は、転落、転倒等による衝撃及びバルブの損傷を防止する措置
を講じること」が定められている [14]。この条項に従い高圧ガス
容器の貯蔵庫や実験室などでは、床面にアンカー固定された容
器立（ボンベスタンド）に上下 2 か所の鎖チェーン掛け（緩みの
無い）固定がなされている。図 7 に高圧ガス容器の収納方法例
を示す。チェーン 1 本ではダメかという問い合わせもあるが、上記

（高圧ガス容器について）で述べた通り、高圧ガス容器は約 60 
kg の重量があり、1 本のチェーンでは地震等の際にボンベスタン
ドからズレたりして転倒する恐れがある。一旦傾いたら一人では
支えきれないほど非常に危険であると認識すれば、上下 2 か所
の鎖チェーン掛けでの固定が理解できると思う。
　また、高圧ガス容器の中には、液化ガスを充填している容器が
あり、これらの容器は横倒しは厳禁である。液体で充填されてい

高圧ガスの安全な取り扱いについて

図５　2023 年 5 月に行われた実技講習（実習）の様子（伊都キャンパス）

47L型
（7000L）
約60kg

40L型
（6000L）
約50kg

10L型
（1500L）
約10～15kg

3.4L型
（500L）
約8～6kg

1L型
（150L）
約5～3kg

※各メーカーにより異なる

約23cm 約23cm 約14cm 約10cm 約7.5cm

約
1.5m

約
0.6m 約
0.4m

約
1m

約
1.3m

図 6　高圧ガス容器の種類とサイズ
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九州大学の環境・安全教育

るガスには、炭酸ガスや LP ガス、フロン、アンモニア、塩素、
酸化エチレン、医療で使用される亜酸化窒素（笑気ガス）などが
ある。もし横倒しで容器の元弁を開けると調整器などに液体が流
れ動作不良や異常な圧力上昇を引き起こし大変危険である。ま
た、アセチレンは液体ではないが必ず縦置きしなければならない。
アセチレンは非常に不安定なガスで、衝撃等を加えると自己分解
し爆発の危険性がある。容器内にはアセトンを染み込ませた多孔
質物質（ゼオライト等）が充填されている。これは、アセチレン
がアセトンによく溶解する特性を利用している。横倒しにするとア
セトン等が流出する危険性があるため縦置き保管や移動が義務
付けられている [15][16]。
　しかし、全ての場合で横置きが不可ではなく、トラック等での
輸送時では横置積載でも運ばれている。高圧法では移動に係る
技術上の基準」があり、車両への固定方法など細かな基準が定
められ安全に運ばれている [17][18]。また、ガス使用量の多い
場所で使われている高圧ガスカードル（ガス容器を複数本まとめ
て枠組みし、ガスの取出口を集約したもの）は横置きされている。
このカードルには腐食を避けるために容器間には隙間があり、水
滴等を溜めない構造となっている。尚、高圧ガス容器の外面腐
食による破裂事故は数多く報告されており、湿気の多い場所や濡
れた床面での保管による錆が原因となっている。高圧ガス容器側
面は底面より板厚が薄い構造のため、横倒しで濡れた床面など
に長期保管した場合には更に腐食の危険性が高まることは容易に
想像できる。
　少し長くなったが、実は法令では縦置きで保存と指定されてい
るわけではない。では横向き保管でも良いのではないかと思わ
れるかもしれないが、上記のようなガス種による容器保管の間違
い等を防ぐために、九州大学をはじめ全ての高圧ガス事業所で
は高圧ガス容器の “ 縦置き保管 ” がルール化されている。

（寒剤の使用上の注意）
　液体窒素や液体ヘリウムなどの寒剤は低温実験でよく使用され
ている。液体窒素などは取り扱いが比較的容易であるが、その
危険性を忘れがちで事故も多発している。実際に、他大学での液
体窒素による酸欠での死亡事故や、食品会社で液体窒素タンク

には十分な換気と保護具（乾いた皮手袋、保護メガネやフェース
ガード等）を使用することが必要である。但し、濡れた皮手袋等
は凍って凍傷の恐れがあり、軍手などは繊維に液体がしみ込むの
で絶対に使用してはならない。
　次に、寒剤を運ぶ時の注意であるが、容器は丁寧に取り扱う
必要がある。容器に何らかの刺激（振動など）が加わると、突然、
爆発したように沸騰し寒剤が噴き出す「突沸」という現象が起き
る場合がある。図 8 に寒剤のエレベータでの運搬例について示す。
寒剤の運搬では、地震や災害、停電等が原因でエレベータ内に
閉じ込められた場合に、寒剤と同乗していると窒息の危険性があ
る。エレベータでの運搬の際には容器だけ載せ、人が同乗しな
いように ” 寒剤運搬中 ” などの標識を掲げ、人は階段等で移動す
るようなことが必要である（２名以上での作業）。尚、寒剤を持ち
運ぶのに魔法瓶等の密閉容器に入れて破裂したという事故が報
告されている。専用の容器を正しく使用し（取扱説明書に従って）、
容器閉塞や密閉による破裂を防ぐ必要がある。また台車などで寒
剤容器を運ぶ際には転倒の危険性がある。台車への固定方法等
に留意し転倒防止策などを講じ、坂道などでは特に注意を要する。
　また、液体窒素が充填された容器であっても火災の恐れがある。
窒素は不活性ガスであるが、簡易断熱された容器などを長時間
使用していると断熱材（発泡スチロールなど）同士の隙間などに
空気中の酸素が凝縮し引火する恐れがある。凝縮した酸素が溜ま
らない構造の容器や装置等を使用することが必要である。

　高圧ガスは潜在的な危険性が高く、どのような問題事象を誘発
するか日ごろからその危険性や安全対策について考えておく必要
がある。実験環境下などで、それまで事故が起こっていなければ
自身の安全対策は万全だと思っている方も見受けられるが、高圧
ガス容器の転倒防止策一つとっても対策が不十分若しくは未対応
の場合がある。高圧ガス容器を容器立 ( ボンベスタンド ) にチェー
ン掛けし保管していても、容器立自体を床面や壁にアンカー固定
していない事例などである。
　近年で起こった地震では、1996 年の阪神・淡路大震災や
2011 年の東日本大震災、2016 年の熊本地震など記憶に新しい
が、地震などいつ起こるかわからない自然災害に対して、予め対
策を講じることが重要である。但し、どんなに安全対策してもリス
クや事故がゼロになるわけではない。建物の構造や地盤、階数、
揺れ方など、様々な要因が絡み合った結果として高圧ガス容器
が転倒することはあるが、床面や壁にアンカー止めし転倒防止対
策済みの容器立 ( ボンベスタンド ) に保管していれば、単独で立
てたままの高圧ガス容器に比べれば直ぐに転倒することは避けら
れ、転倒防止策により避難時間を稼いだり、被害を最小限に留
めたりすることができる。
　高圧法の目的には、高圧ガスによる災害を防止するため、高
圧ガスの製造・貯蔵・販売などが規制され、その使用等には保
安に関する自主的な活動を促進し、公共の安全を確保することと

図 7　高圧ガス容器の収納方法

おわりに

が爆発し工場が全壊すると
いう事故も報告されている。
液体窒素の沸点は 77.3 K

（-196 ℃）、 液 体 ヘリウム
では 4.2 K（-269℃）と極
低温である。また、液体と
ガスの体積比は約 650 ～
700 倍（0℃、大気圧）に
なるため、凍傷や窒息、容
器密閉で破裂などの危険性
があり、下記のことなどに
注意が必要である。
　先ず、寒剤を取り扱う際
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九州大学の環境・安全教育

定義されており、高圧ガスを取り扱う際には保安に関する自主的
な活動が求められている [19]。そのため高圧ガスを取り扱う者は
高圧法の定めるところにより、高圧ガスによる事故災害の防止に
関し、会社（事業者、大学など）が自ら「危害予防規程」を制
定し遵守しなければならない [20]。定める項目は高圧ガスの安全
な取り扱いや保安などであり、その高圧ガス取り扱い者（大学で
は教職員や学生等）に対する保安教育の計画を定め、保安教育
の実施も定められている [21]。
　今回、九州大学の環境・安全教育と題して、高圧ガスの安全教
育や高圧ガスの適切な取り扱い、地球温暖化・環境問題と深い関
わりを持つ冷媒ガス開発の歴史などを紹介した。高圧ガスは産業
界や我々の生活には必要不可欠であり、高圧ガスを取り扱う上で、
リスクの低減や安全対策の重要性などに理解を深めると共に、適
切な安全対策や管理、安全教育を実行することが求められる。

　本トピックスで紹介した各講習会では、高圧ガスメーカーや
ディーラー、継手メーカーの方々のご支援をいただいた。高圧ガ
ス保安講習会では、福豊帝酸株式会社、大陽日酸株式会社、日
本スウェージロック FST 株式会社の方々にお世話になった。高圧
ガス利用者講習会では、サーンエンジニアリング株式会社、日酸
TANAKA 株式会社、株式会社朝日酸素商会、株式会社フジキン
の方々にお世話になった。また各講義や講習会は、九州大学の
工学部技術部、工学部機械系事務室、工学部等事務部支援ユニッ
ト、総務部環境安全管理課、水素エネルギー国際研究センター、
水素素材先端科学研究センター、低温センター、環境安全セン
ター、キャンパスライフ・健康支援センター、アイソトープ統合安
全管理センター、先導物質化学研究所、カーボンニュートラル・
エネルギー国際研究所および伊都キャンパス、病院キャンパス、
筑紫キャンパスの教職員、スタッフなどの支援を受けて実施され
た。ここに感謝する。
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Chapter 2-3

環境サークル Ecoa の活動
　「地球にやさしく、その前に人にやさしく」をモットーに活動す
る九州大学公認の「環境サークル Ecoa( エコア )」です。大学
の学祭で排出されるゴミ削減を目標にゴミステーションの運営、
福岡県の大学の環境サークルが集まる「福岡学生エコ会」とし
て地域イベントなどのボランティア活動への参加、捨てられる竹
やロウソクを再利用して制作したキャンドルでキャンパスを彩る

「キャンドルな伊都」など、環境に配慮した活動を大学内外幅
広く行っています。また、それらの活動に活かせるような知識の
身に付けや意識向上を目指すべく、環境ドキュメンタリー鑑賞会
やエコ検定取得のための勉強会なども行っています。
　昨年度はコロナ禍が落ち着いたことから、部員が積極的に活
動を探し、紹介、それに参加していくという形で活動数を増やし
ていきました。また、昨年度は、「SDGs ボードゲーム制作」な
ど環境啓発活動に参加する機会も少しずつ増えました。ボラン
ティアはもちろん、Ecoa ができる活動の幅を大きくしようとチャ
レンジした１年間だと思います。ここでは、それらの活動の中で
も特に意義を感じられた活動をご紹介いたします。

　エコアの主な活動の一つである清掃活動は、令和 4 年度に
は 3 回行いました。1 回目は 5 月に「NPO 法人 GREEN'S」
と「福岡学生エコ会」で開催した「百道浜ビーチクリーン」
です。2 回目は 8 月に九大非公認サークル「web3 推進会
Crypto9」と合同開催した NFT を活用したごみ拾い活動です。
この活動では、清掃活動をした時に、それを誰にでも証明で
きる証明書 (NFT) をもらえるという取り組みを実施しました。
　３回目は 10 月に行った公立鳥取環境大学学生 EMS 委員
会主催の「JUMP ～日本列島を軽くしよう～」です。こちら
は生の松原海岸にて海岸清掃を実施しました。
　いずれも他団体との合同イベントで、清掃活動だけでなく、
環境活動に関心の高い学生同士の交流も深められる非常に
有意義な機会となりました。特に前年度まではコロナによる

規制も多く、交流が非常に少なかったのですが、「福岡学生
エコ会」を通した活動も増え、学生同士の交流の機会が増え
ました。

海岸清掃 JUMP! の様子

Text：鶴田清掃活動1Ecoa Action_

SDGs_Goal
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Text：豊村九大祭

　第 60 回の九大祭より Ecoa は実行委員会の環境局としてご
みの削減に取り組んでいます。13 種類のごみの分別の徹底や、
2009 年には、バイオプラスチックカップ、竹割り箸などリサイク
ルできる品目に加え、リユース食器を導入しました。また、廃油
やペットボトルキャップの回収、生ごみをコンポストに投入して
堆肥化に取り組んでいます。2018 年からリリパックを導入しまし
た。これは使用後に表面のフィルムを剥がすことで洗わずにリサ
イクルすることができ、環境負荷を最小限にするものです。
　令和 3 年度の第 74 回九大祭は対面での開催を断念し、オ
ンラインによる開催となりました
が、 令 和 4 年 度 の 第 75 回 九
大祭では、3 年ぶりに対面で

1. 九大祭での集合写真
2. 九大祭リサイクルステー
ション様子

開催することができました。また、九大祭がすべての日程で
遂行されたのは 4 年ぶりでありました。これにより、可燃ごみ
が 1548kg、その他のゴミが 380kg 発生しましたが、分別協力
の呼びかけ・確認により丁寧に分別をして処理することができ
ました。令和 4 年度ではリリパックの導入は諸事情により行い
ませんでしたが今後はリリパックの再導入、九大祭におけるゴ
ミの発生をできるだけ抑制する取り組み等を行い、ごみ減量・
環境負荷の減少を目指すとともに、学生の環境意識向上に努
めていきたいと思います。

Chapter 2-3

環境サークル Ecoa の活動

2Ecoa Action_

1 2

福岡市環境局との集団回収の様子

Text：鶴田福岡市環境局との集団回収3Ecoa Action_

　前年度から福岡市環境局の
方と協議を重ね始めた集団回収
を昨年度は通年開催しました。
九大生を対象とした古紙・空き
缶・古着の集団回収を環境局
の方々の協力を得て元浜公園に
て実施しました。作年度は 6 月、
7 月、9 月、11 月、1 月、3 月 の
第 2 日曜日に開催しました。
　昨年度から本格的に定期開
催となり、大学生をはじめ、地
元の方々からの資源ごみの回
収も回を追うごとに少しずつ増
えていきました。広報活動につ
いては、Campusmate や大学
SNS にて広報を協力していただ

き、昨年度途中からは、次回
実施日を記載した紙袋を、資源
ごみを持ってきてくださった方に
配布していました。この紙袋に
資源ごみを入れて次の開催日に
参加してくださる方もいらっしゃ
り、地域とのつながりも形成さ
れつつあると思います。
　大学生の回収率は全体の半
分ほどであまり変化はありませ
んが、これからも広報活動を続
けていく中で、周知されていく
と見込んでいます。環境局との
連携は現在でも続いており、今
年度も既に活動を実施していま
す。
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　サークル員が環境に関するドキュメンタリーを持ち寄り、そ
れを複数人で鑑賞してその内容について意見交換・対話を行
う活動です。主に環境に対する知識付け、意識の向上という
目的で行っています。
　令和 4 年度の鑑賞会では、近年深刻化し待ったなしの状況
である「気候変動」をテーマに、ある学生団体が主催した政
策討論会の動画を視聴しました。動画内では、国政政党の代

表者が、国の目標値や脱炭素における原子力利用の是非に
ついて討論を交わしており、自分だったらどのように答えるか、
私たちも視聴しながら一緒に考えました。
　昨年までは、コロナ感染防止のため、オンラインでの開催
でしたが、このたび対面での開催を再開しました。サークル
内だけでなく、一般の学生も交えて、環境問題について考え
る場を提供したいと考えています

Text：髙田環境ドキュメンタリー鑑賞会

Chapter 2-3

環境サークル Ecoa の活動

4Ecoa Action_

Linkhola」と「糸島市」、「九大」共同のプロジェクトであり、
この実証実験に１か月間参加しました。
　これまで Ecoa が参加していなかったような活動が増え、視
野が非常に広がった１年間だと思います。

　上記の活動の他にも様々なボランティア活動やイベントに参
加しました。
　その一つには福岡市東区松島小学校にて開催された「ス
カイランタン」です。松島小学校にて、地元の小学生を対象
にスカイランタンやバルーンを打ち上げるイベントです。Ecoa
からは「キャンドルな伊都」で使用した竹を使い、照明をそ
の中に入れるなど会場づくりをお手伝いしました。また、九
州産業大学の方とも共同参加し、プロジェクションマッピング
も活用した会場づくりをしました。
　次に 12 月頃から、「SDGs ボードゲーム制作」にも携わっ
ています。この活動は「SDGs ボードゲーム福岡実行委員会」
と共同し現在も製作中です。日本全国でつくられており、そ
の福岡版の作成の協力をしています
　また、私がたまたま参加した「QREC オープンハウス ×こ
つこつ (CO2CO2) プロジェクト実証実験参加説明会」にて説
明を受け、移動の脱炭素アプリ「こつこつ（CO2CO2)」の
実証実験に参加しました。このプロジェクトでは、「株式会社 スカイランタン

Text：鶴田地域における活動5Ecoa Action_
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Chapter_2-4

事務支援センターエコセンター

　エコセンターは、平成 22 年 10 月伊都キャンパスに設置さ
れ、日常的に排出される大量の飲料缶やペットボトル等の回
収、再生処理及び環境保全業務を行っています。
　学内における資源・環境問題に取り組むと共に、九州大学
における教育研究活動に貢献することを目的としています。

Chapter_2-4

1. エコセンターの設置と目的

エコセンター

　資源ゴミ（ペットボトル、飲料缶）は、週３回トラックで伊
都キャンパスの分別ゴミ集積所 19 箇所から回収しています。
回収したペットボトルは、手作業でキャップやラベルなどの不
純物を取り除き、汚れや付着物などが付いているものは水洗
いをします。処理後のペットボトルは、再生資源としての付加
価値を高めるため粉砕機で細かく砕きフレーク（再生品の原
料）にして雑袋に入れ保管しています。( 写真 2)
　また、飲料缶は手作業により水槽で水洗いをしてアルミ缶
とスチール缶に分別します。その後、分別した大量の飲料缶
は、まとめて缶圧縮機でブロック（固まり）にします。処理後
のブロックは、アルミ缶とスチール缶に分けて保管しています。
( 写真 3)

一定数量に達した再資源化物は、月に１回、成果物としてリ
サイクル業者へ売却します。前年度の売り払い数量を下表に
示します。( 写真 4)

Chapter_2-4

2. 再資源化処理
[　令和 4 年度の売り払い量　]

廃棄物

飲料缶

再生資源化物 売り払い量
( 単位 : トン )

ペットボトルと飲料缶を回収 飲料缶を水洗い 売払う成果物ペットボトルを洗浄

1 2 3 4

SDGs_Goal

 ペットボトル フレーク 17.12

  アルミ塊 2.93

  スチール塊 1.38

 合計  18.84 
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　伊都キャンパス環境対策の一環として、ゴミの分別推進、資
源の再利用及び社会貢献の観点からエコキャップ運動（ペット
ボトルのキャップを集めて世界の子どもたちにワクチンを届け
る運動。）を平成 21 年 7 月から実施しています。これまで（令
和 5 年 4 月現在）に 528.2 万個を NPO 法人「エコキャップ
推進協会」に引き渡してきました。( 写真 1  2)
　キャップを再資源化することで 39,018㎏の量の CO2 を削減
することができました。

Chapter_2-4 Chapter_2-4

3. エコキャップ運動

回収後に洗浄したエコキャップ 広場の除草作業

刈払い機での除草作業

エコキャップの積み込み作業 刈払い機での除草作業

刈払い機での除草作業

　伊都キャンパスの環境保全として、諸行事前の椎木講堂ガ
レリア前広場の除草、建物周辺の草刈り、雑草取り、樹木植
え込みの下草取り、斜面の草刈り、駐車場・駐輪場・バス
停の清掃、ゴミ拾い、エコキャップの回収等に取り組んでい
ます。( 写真 1)
　また、最近では刈払い機等の導入により、キャンパス内の
除草作業を広範囲に渡って積極的に推進し、キャンパス内の、
より一層の環境保全に努めています。( 写真 2 3 4)

4. 環境保全

 　九州大学エコセンター（伊都キャンパス）では、ゴミステー
ションに出されたペットボトル、飲料缶の回収と再生処理を
行い、資源・環境問題に取り組んでいます。
　しかしながら、収集用ビニール袋で集められた飲料容器
の中には、中身が残った容器や不燃物等 ( たばこの吸い殻、
残飯、生ごみ ) が見受けられ、悪臭や衛生上の問題が発生し、
それらの容器の洗浄等により本センターでの業務の円滑な遂
行に支障が生じています。また、最近ではアルミ缶に不純物
を混入させることで爆発等の危険性も懸念されます。
このため、各研究室、事務室、部室等で飲料容器を捨てる
際には、必ず中身を空にして軽く中を洗浄し、さらに、ペッ
トボトルについては可能な限りキャップとラベルを外した状態
で、また空き缶は中を洗浄するため潰さないで分別ゴミ箱に
捨ててください。
　みなさまの一人ひとりのご協力を心からお願いいたします。

　The Kyushu University Eco Center (Ito Campus) collects and 
recycles plastic bottles and beverage cans from trash stations to 
address resource and environmental issues.
　However, among the beverage containers collected in plastic bags 
for collection, we have found containers with the contents remaining 
in them and non-burnable materials (cigarette butts, leftover food, 
garbage), causing foul odors and sanitation problems, and impeding 
the smooth operation of the Center by cleaning these containers. 
Recently, there is also concern about the risk of explosions and other 
hazards caused by impurities in aluminum cans.
For this reason, when discarding beverage containers in laboratories, 
offices, club rooms, etc., please be sure to empty the contents and 
clean the inside. In addition, please dispose of PET bottles with 
the caps and labels removed whenever possible, and empty cans 
in separate trash bins without crushing them in order to clean the 
inside.
　We sincerely ask for the cooperation of each and every one of you.

Chapter_2-4

 5. ペットボトル、飲料缶のゴミ捨てマナーについて（お願い）
Request for separation and disposal of plastic bottles and cans
*This document is translated using the AI translator DeepL.

1 1

3

2 2

4
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Chapter_2-5

キャンパス内食生活に関わる取り組み

Chapter_2-5

九州大学生活協同組合の
環境活動

　令和４年度は、前年に比べ緩和はされましたが、引き続き
新型コロナウィルス感染拡大の影響を大きく受けた年でした。
生 協 店 舗 利 用 者 数 は、 前 年 より 約 52.5 万 人 増 の２,
６４８,３６６人でしたが、コロナ禍前の２０１９年度と比較すると
７１．９％の利用者数回復にとどまっています。
　総出食数は、昨年より約６９．０万食増加し、２５．２万食でし
た。生協食堂全体の CO2 総排出量は４２２．９ｔで、1 食あた
りに換算すると 50.7g の減となりました。出食数が回復した
事で、調理効率は前年よりは良くなりました。

　   H29 H30 H31 R2 R3 増減

 電気 419.3  413.4 232.7 293.3 321.2 27.9

 プロパン 23.4 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0

 都市ガス 120.0 168.5 65.1 106.4 101.7  -4.7

 合計 562.7 581.9 297.8 399.7 422.9 23.2

 食数[千食] 2,847 3,302 1,071 1,828 2,518 690

 1食あたり 197.66 176.22 278.05 218.65 167.95 -50.7

[　生協食堂全体の CO₂ 総排出量　]

SDGs_Goal

1.CO₂ 排出量削減

１　ビール缶と残飯等が同じ袋の中に !!　　　　
Beer cans and leftover food, etc. in the same bag!

３ 飲料缶ではない無分別の不燃物 !!　
Unsorted non-burnables that are not beverage cans!

 ２ タバコの吸い殻が入っていた飲料缶
Beverage cans containing cigarette butts

４ ペットボトル等と一緒の袋に入っていたビン類
Glass bottles in a bag mixed with plastic bottles

【ルールを守らないゴミ捨ての事例】
【Examples of littering that does not follow the rules.】

九州大学エコセンター 伊都（９０）２４４５／２４４６
(Kyushu University Eco Center ITO(90) 2445 / 2446)

Chapter 2-4

ペットボトル、飲料缶のゴミ捨てマナーについて（お願い）
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Chapter_2-5

 2022年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 合計 4〜11月 増減 

 マイバッグポイント 11,822 13,499 16,157 14,244 8,566 7,729 15,387 14,946 102,350 89,001 13,349

  9.44% 10.18% 11.29% 10.62% 12.06% 9.77%  10.37% 10.84% 10.53%  11.28%  -0.75%

 レジ袋 3,794 3,716 4,196 3,764 2,958 2,447 3,546 3,571 27,992 30,623 -2,631

  1.57%  1.51% 1.43% 1.45% 1.96% 1.88% 1.27% 1.36% 1.50% 2.05% -0.55%

 バッグ大 9 4 6 2 2 4 7 21 55 40 15

 バッグ弁当 1 1 2 2 2 3 2 13 26 10 16

 客数 242,141 245,642 292,538 259,088 150,605 130,169 279,032 262,081 1,861,296 1,495,991 365,305

 プリペイド 58,033 59,574 71,475 63,195 37,783 32,861 69,322 65,648 457,891 392,819 65,072

 ミールプリペイド 67,193 73,068 71,623 70,974 33,250 46,248 79,124 72,256 513,736 396,299 117,437

   125,226 132,642 143,098 134,169 71,033 79,109 148,446 137,904 971,627 789,118 182,509

対電子マネー率
（ポイント）

レジ袋対客数率
（レジ袋）

電子マネー
利用（回）

　九大生協は、２０１９年夏から『環境中にマイクロプラスチッ
クを排出しない事業』をめざし、レジ袋の有料化、添付して
いたプラスチック製のスプーン・フォークの木製・紙製への切
り替えなどに先行的に取り組んでいます。生協システムの変

更があり、１２月以降の数値が取れず年間の比較はできませ
んが、4 月～１１月の集計では、レジ袋購入率は利用者対比
で１．５０％で、昨年より０．５５ポイント減少しました。環境へ
の影響を考える利用者が増えたためではないかと考えます。

Chapter_2-5

レジ袋削減の取り組み

2. 資源ごみ（飲料容器等）のリサイクル

　飲料容器（ペットボトル・缶）は、店舗・自動販売機周
辺のゴミ箱（回収ＢＯＸ）でや食堂下膳口で回収を行い、
リサイクルできるように取り組んでいます。回収した空き容
器は、業者に委託しリサイクルしています。伊都地区では、
店舗で回収したペットボトルを九州大学のリサイクルセン
ターに持ち込みリサイクルしています。また、店舗で排出さ
れる紙資源（段ボール・紙類）も貴学へ協力し、積極的に
リサイクルしています。

4. 排水 · 生ゴミ廃棄対策

 ・炊きあげライスや無洗米を使用することにより、環境へ
の負荷が大きい米のとぎ汁の流出を抑えています。
・カット野菜の使用率を高め、生ゴミの排出量を抑えています。
・伊都キャンパスの食堂では、残飯を堆肥化する装置を導
入し運用しています

5. 割り箸のリサイクル

　食堂全店で、利用者の協力のもと、下膳口で割り箸を分
別回収しています。回収した割り箸は、洗浄・乾燥させた
ものをリサイクル工場へ送付し、パルプの原材料として再
活用されています。

3. 弁当容器のリサイクル

　リサイクル可能な弁当容器（リリパック）の回収率向上
の取り組みを、学生と共に進めています。今年度も、コロ
ナ禍で活動制限で、啓蒙活動を満足に行う事ができていま
せん。リリパックの利用数（お
弁当の販売数）もコロナ禍以
前の数と比べ大きく減ってい
ますが、回収率も下がってい
ます。

キャンパス内食生活に関わる取り組み
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　九州大学では、水素エネルギー、風力、波力、
地熱などの再生可能エネルギー、核融合エネル
ギー、さらには、現在も世界の各地で利用されて
いる石炭などの炭素資源のクリーンかつ有効な利
用に関する研究まで、近未来から将来にわたって
のエネルギー研究に総合的に取り組んでいます。
　とくに、伊都キャンパスでは、エネルギー問題
に積極的に対処すべく、自然エネルギーの活用か
ら次世代のエネルギー研究を包括的に行って
います。

　伊都地区ウエストゾーンに、低炭素社会の実現とエネルギーの
安定供給のために、地球環境調和型の自然エネルギーとして、九
州大学開発の風レンズ風力発電設備（応用力学研究所  大屋グ
ループで開発）を設置し、大型化に向けた実証実験を行っています。
　風車の発電容量は、計 181kW で、令和 4 年度の発電電力
量は約 2.0 万 kWh で構内電気設備に連系しています。

  伊都地区に 436kW、筑紫地区、大橋地区、西新地区及
び病院地区（馬出）134 kW の合計 570kW の太陽光発電
設備を設置し、令和 4 年度は年間約 62.7 万 kWh を発電し
ました。これは、一般家庭約 145 軒分の年間電気使用量に
相当します。

（一般家庭一軒当たりの使用電力量約 4,322 kWh/ 年）

７０ｋＷ×２　風レンズ型風力発電設備 ウエスト５号館屋上の太陽光発電設備

風レンズ型風力発電設備自然エネルギー 太陽光発電設備自然エネルギー

Chapter_2-6

次世代エネルギー開発と
自然エネルギー活用
SDGs_Goal

水素燃料電池自動車　左：CLARITY　中：MIRAI　右：新型 MIRAI

燃料電池発電設備次世代エネルギー水素エネルギー次世代エネルギー

　クリーンエネルギーである水素エネルギーを利用した社会
の実現を目指し、（独）産業技術総合研究所や福岡県福岡水
素エネルギー戦略会議と連携し、水素に関する基礎研究から
実用化を目指した実証実験を展開しています。写真は、伊都
キャンパス内に設置されている水素ステーションです。
ここでは、水電解方式で得られた水素を水素燃料電池自動車

（CLARITY 、MIRAI、新型 MIRAI）に供給しています。

   伊都地区にエネルギー供給の多様化の実証施設として、都
市ガスを燃料とし、化学反応で発電する燃料電池と、燃焼ガ
スを利用したマイクロガスタービンにより発電するハイブリッ
ト発電設備（250 kW 級）を設置し、主に共進化社会イノベー
ション施設の電力として供給します。
また、燃料電池等の次世代エネルギーによる学内への電力供
給及びリアルタイムの電力状況を公開し未来エネルギー社会
実証実験を展開しています。

1

2

1.２５０ｋＷ級燃料電池発
電設備　2. 九大伊都エネ
ルギーインフォメーション　　
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Chapter_2-7

環境問題に取り組む学生の声

現在の学科・専攻を選んだ理由を
教えてください。

　私は将来就きたい職業やしたいことが具体的に決まってい
ません。しかし、設計やデザインに興味があるということははっ
きりしていました。その中で、大学を調べていて、九州大学の芸
術工学部を見つけ、自分の頭の中にあった興味のある分野が
この学部にたくさん広がっているのだとわかりました。九州大
学の芸術工学部は、広い分野を学ぶことができ、進路先も多様
であるうえに、芸術工学に対して意識の高い学生や教授との出
会いを得ることが出来る、私にとって価値のある環境です。特
に私が在籍している環境設計コースでは、建築だけでなく、都
市、ランドスケープなども学べるという多様性に惹かれ、このコ
ースを専攻しました。

将来の夢・目標を教えてください。

　私は将来インテリア、またはそれらを囲む建物、さらに外側に
ある公園・街並み・都市などのランドスケープを設計・デザイン
することで、人々の生活を充実させたり、感動を与えたり出来る
ようになりたいです。さらに、エコロジー・持続可能性・資源・文
化遺産・グローバル化・地域再生・景観といった近年の懸案に
応えながら、設計・デザインできるようになりたいです。まだ具
体的な就きたい職業は定まっていませんが、ここで学べる知識
や技術を多く吸収し、様々な夢や目標を持った人と出会うこと
で、大学4年間を有意義に過ごし、自分の本当にやりたいもの
を見つけていこうと思います。

Student

九州大学芸術工学部
芸術工学科
環境設計コース１年

藤井　楓

SDGs_Goal
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Chapter_2-7

環境問題に取り組む学生の声

pieces of large-size litter that have been broken down by 
weathering processes, such as foam debris. The majority 
of marine litter is composed of plastic, which typically 
contains polypropylene. Particularly Carex kobomugi, 
plant communities have a substantial barrier effect on 
marine debris, it can be used as a reference species in 
projects to regenerate coastal vegetation. Different debris 
accumulates in the plant community in various forms, 
with foaming-type debris being more likely to accumulate 
inside the community, and the movement of litter debris 
also cannot be completely isolated from the dependence 
on the wind.

Future work

During one of my summer vacations in elementary school, I 
watched a TV documentary about the destruction of natural 
animal habitats, which sparked my desire to preserve the 
environment. Not everyone can seize a dream, but I will 
keep working hard since I am fortunate enough to have one 
and the chance to accomplish it.
The most important step toward achieving the goal of 
zero marine litter is to address the issue of plastic litter 
pollution. The most effective approach to effectively deal 
with this issue is to actively encourage a decrease in 
plastic production and investment in new and replaceable 
materials while continually diminishing the current 
pollution level. In my subsequent research, I'll continue to 
focus on reducing marine litter pollution, especially plastic 
debris, by conducting weathering simulation experiments, 
managing weathering influence factors variables to 
observe the way common plastic products deteriorate, 
improving the source identification mechanism for marine 
debris, building mathematical models that simulate how 
plastic litter weathers, quantifying the inorganic harmful 
additives produced by weathering, and assessing the 
degree of marine litter pollution.
For the sustainability of marine resources, people of my 
generation ought to put forward any attempt to solve the 
problem of where marine litter comes from and where 
it should “go” in the hope of finding the answer to the 
question of where humanity will arrive in the future on the 
road to environmental protection.

Current research

 "A study on coastal ecosystem restoration with a view to 
the problem of marine litter pollution and a proposal for the 
regeneration of coastal plants" is the research project I'm 
currently working on.
The accumulation of marine debris along Kyushu's 
western coast, particularly in Hakata Bay, Tsushima Island, 
and Goto Islands, has severely damaged the ecological 
environment and diminished the value of the coast as 
a tourist destination. This pollution pattern, which is 
detrimental to nature and aesthetics, has motivated me to 
consider reducing the source of marine litter and solving the 
current pollution situation. On the one hand, the sources of 
marine litter occurrence and its influencing factors in each 
investigation site are inferred as information reference to 
control the origin of pollution through the use of macro and 
micro characteristics, chemical elements, and composition 
analysis of marine litter samples, and weathering simulation 
test monitoring of unused plastic debris; On the other hand, 
an innovative proposal for improving the current pollution 
status of the coastal environment is the possibility of 
coastal plant communities as a natural barrier for marine 
litter to re-invade inland.
So far, we have learned that the abundance of the 
distribution of coastal litter is influenced by Tsushima 
Current movements, the geographic position of the survey 
site, coastal terrain, population distribution density, 
land use, and other factors. Cross-border litter, such as 
fishery floats and plastic bottles from China and Korea, 
and anthropogenic marine debris, such as fishery waste 
and household garbage, are among the primary sources 
of litter. The secondary sources, on the other hand, are 

Student

Doctoral course, 
Ecological Engineering Lab, 
Civil Engineering,
Graduate School of Engineering

Yawen SONG

SDGs_Goal
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Chapter_2-8

環境関連の公開講座

九州山地の森と樹木
（椎葉の奥座敷 春の津野岳（江代山）散策）

受講者：14 名 期間：2022/5/21・22　実施部局：農学部附属演習林 宮崎演習林

公開講座 _1

　日本三大秘境、という言葉を耳にしたことがあるでしょうか？
　日本三大秘境の一つである宮崎県椎葉村に、宮崎演習林が
あります。宮崎演習林では、九州山地の中央部に有する広大
な森林（2,916ha）の特徴を活かして、森林育成・保全、地
球環境における森林の役割等に関する教育研究を永年にわた
り実施してきました。それらの研究成果をもとに、市民の方々
に九州山地の森林や樹木、森林動物などの生態的特徴や森と
水の係わりに関する知識を深めてもらうとともに、宮崎演習林

リエを利用して講義をしました。椎葉村観光協会のガイドで十
根川伝統的建造物群周辺を見学し、周囲に残る巨木のことや
椎葉村の歴史について、熱いお話を聞かせていただきました。
　2 日目は、宮崎演習林内の最高峰、津野岳（1,607m）に登
りながら、人工林と天然林の違いや、様々な樹木、シカの採
食により裸地化した林床などなど、1 日目に聞いたことを実際
に確認しました。最後には、苔むした沢で涼をとり、疲れをと
りました。
　今年は子どもからご年配の方まで、登山初心者から愛好家ま
で、いろいろな方々に参加していただきました。「一日目の講
義で学んだ内容を二日目の現場で確認することができ、勉強
になった。」「貴重な話が聞け、普段個人では入れない演習林
に入れてよかった。」といった満足の声が寄せられました。
このように、椎葉の森のファンを増やしていくことこそが、
SDGs を実現する着実な一歩になると信じています。

津野岳散策（人工林の観察）

の雄大な自然と満
喫していただくた
め、4 年 前 よ り、
椎葉村観光協会と
共催で公開講座を
実施しています。
　ツアーの 1 日目
は、上椎葉の新し
い交流拠点、カテ 【宮崎演習林HP】 www.forest.kyushu-u.ac.jp/miyazaki/index.php

SDGs_Goal

受講者：11 名 期間：2022/7/3
実施部局：農学部附属演習林 北海道演習林

十勝の森と樹木公開講座 _2
SDGs_Goal

　地域に住む市民の皆さんに、森林への興味と環境問題に
対する理解を深めていただくことを目的に、高校生以上の幅
広い年齢層の方々に参加いただき、十勝地方の森林に生育
する樹木と森の成り立ちについて講義を行いました。
　十勝のほとんどの里山が農地や牧草地、二次林や人工林
に置き換えられた現在、北海道演習林には貴重な落葉広葉
樹の天然林も残されています。こうした演習林内の様々な森
を歩きながら、樹木の形態の知識とそれを用いた種類の見分
け方、またそれらいろいろな樹木の生態と森林構造のパター
ンを学んでいただくほか、座学では図鑑の種類と使用方法や
標本の作り方などを学んでいただきました。また、講義内容
から演習林での研究教育の意義に至るまでの質疑応答も活発

に行われました。
　身近にある雄大な森林で樹木の種類や生態を具体的に知
り、「森林は綺麗だな」という気持ちに「こんな所にこのよう
な 木 が あって面 白
いな」が加わること
で、 十 勝 の 森 林を
理解し、今まで以上
に森と環境を大切に
する気持ちを深めて
いただくことができ
ました。
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Chapter_2-8

環境関連の公開講座

受講者：13 名 期間：2022/7/28・29　実施部局：農学部附属演習林 福岡演習林

里山森林体験講座
 －里山林の多面的機能と持続的利用－

公開講座 _3

　福岡演習林では、福岡県教
育センターと連携し、小中高校
の教員を対象に里山の森林を
題材にした公開講座を毎年実施
しています。
　都市近郊型の福岡演習林の
特性を生かして実際に樹々や土
壌に触れる体験を重視した内
容でカリキュラムを構成してお
り、講座の半分ほどは森林調
査などの野外調査実習を行い

ます。
　今年度は講師である菱准教
授の専門分野である土壌生物
に着目した課題を取り上げるな
どして、森林が持つ様々な機能
とその中に生息している生物、
生態系を正しく理解する方法に
ついて、野外調査実習で得た
情報をもとに論理的に説明し、
他者へ適切に伝える方法を習得
できるよう講義を行いました。

SDGs_Goal

受講者：9 名 期間：2022/8/11　実施部局：システム情報科学研究院

中学生の科学の実験教室2022
①「光から電気を作る
　　太陽電池を作ってみよう」

公開講座 _4

　九州大学システム情報科学研究院では、魅力ある科学教
育・地域社会の発展に積極的に貢献するために、毎年 8 月
に中学生を対象にした科学実験教室を開催しています。その
中の一つとして、エネルギーについて実験しながら考える「光
から電気を作る太陽電池を作ってみよう」というテーマの実験

教室が行われました。
　このコースでは、太陽電池のひとつである色素増感型太陽
電池を作りながら、太陽電池について学んでもらいました。
　また、電気やエネルギーとは何かというものを、教科書か
らでなく、自分の頭で考えてもらうために、ヒントを出さずに、
身の回りの生活品で電池を作りました。
　さらに、火力発電・原子力発電等の従来のエネルギー源
に代わって太陽光発電や風力発電などの再生可能エネルギー
が注目されていますが、現状の太陽電池の性能としてのエネ
ルギー源としての可能性と限界や、環境 / エコという言葉だ
けで、森林伐採までして太陽電池パネルを敷き詰める政策等
についても、自分で良く調べ、自分の頭で考えることをやめ
ないでほしいと指導しました。
　参加学生からは、『自分達で考えて作ると言われ、考える
のが楽しかった』、『実験が体験できたり、自分で電気を身の
回りの物で作れたことが楽しかった』と、多くの好評の声が
寄せられました。

SDGs_Goal

色素増感太陽電池を作成する様子
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　地球環境問題が深刻さを増し早急な対策の必要性が叫ば
れる中、足元ではロシアのウクライナ侵攻により資源や食料
の流れが劇的に変化し、環境問題に及ぼす影響も予断を許さ
ない状況になっています。このような中、「地球環境と資源・

分析技術の進展」をテーマと
して公開講座をオンラインで開
催し、資源と環境分析に関す
る２つの講演を実施しました。
　講演１では、JICA 国際協力
専門員・九州大学名誉教授
の渡邊公一郎先生から「カー
ボンニュートラル下でのクリ
ティカルミネラルと資源 ODA」
と題して講演 いただき、銅、
亜鉛、金、銀、白金族、タン
グステンなどの約 11 元素が

Chapter_2-8

環境関連の公開講座

　「「風で電気を作ろう !!」～風力発電機を作って発電のメカ
ニズムを学ぼう～」と題し、コイルと磁石を使って発電の原理
を理解しながら、風力発電機を自作するコースとして実施しま
した。
　コイル巻き、プロペラ作製などに苦戦しなが
ら、普段当たり前に使っている電気を作る大変
さを感じているようでした。また、クリーンエネ
ルギーへと導く技術として、超伝導コイルの磁
気浮上実験も体験してもらいました。

　受講者からは、「原理の説明が丁寧だった」、「自分でいろ
いろ試せて良かった」といった声が寄せられました。今回の
経験がエネルギーや環境問題を考えるきっかけとなることを
期待しています。

SDGs_Goal

受講者：5 名 期間：2022/8/11　実施部局：システム情報科学研究院

中学生の科学の実験教室2022
②「風で電気を作ろう!!」
〜風力発電機を作って発電のメカニズムを学ぼう〜

公開講座 _5
SDGs_Goal

左：超伝導コイル磁気浮上実験
右：作成した風力発電機

受講者：17 名 期間：2022/11/6
実施部局：工学研究院附属環境工学研究教育センター

地球環境と資源・分析技術の進展公開講座 _6
SDGs_Goal

カーボンニュートラルを進めるための素材・材料製造に必須
の元素（クリティカルミネラル）であること、それらの資源は
特定の資源供給国（保有国及び加工国）に偏在して寡占状
態にあること、日本はその安定供給のための堅固な国際的サ
プライチェーンの構築に早急に取り組むべきこと、等が分かり
易く解説されました。
　講演２では、九州環境管理協会の川村秀久先生から「環
境に関する最近の話題と分析技術の環境分野への応用」と題
して講演いただき、硫黄の同位体分析によって様々な環境物
質の発生源や遍歴が推定できること、また、福島原発の汚染
水処理で発生するトリチウムを含む処理水の海洋放出ではそ
の安全性を保証するための継続的な環境モニタリングが重要
なこと、等が解説されました。
　なお、本公開講座の参加者数は１７名でしたが、半数以上
が高校生や高専生の若い人達でした。今後を担う若い人達に
アピールする講座を今後ともいろいろ考えていこうと思います。
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Chapter_2-8

受講者：60名 期間：2023/3/9　実施部局：工学研究院附属環境工学研究教育センター

資源循環、地盤分野、
土木建設分野における DX の動向

公開講座 _5

　近年、AI、IoT、ブロックチェーンなどのデジタル技術を活
用して社会資本や公共サービスを変革する DX（デジタルトラ
ンスフォーメーション）が急速に進展しています。そこで、「資
源循環、地盤分野、土木建設分野における DX の動向」と
題して公開講座を開催しました。
　講座では、（１）資源循環、低炭素化の促進に関連する環
境分野における DX、（２）地震、洪水等の災害と関連する防
災分野における DX、道路工事等の建設分野に関する DX の
導入や活用状況等について、最新の動向が紹介されました。
本公開講座は、アクロス福岡での対面会場と、ZOOM によ
るオンライン会場のハイブリッドにより実施され、合わせて約
60 名の参加があり、当該テーマへの関心の高さがうかがえま
した。
　受講者からは、我が国における DX に関連する制度や、技
術開発の方向性、アプリケーションの実例等に関する多数の
質問がなされ、講師から適切な解答が得られました。

SDGs_Goal

講演の様子

環境関連の公開講座
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Chapter 2-9

新聞に報道された環境活動
2022 年 4 月〜 2023 年 3 月

１
環境保全

２
エネルギー開発

３
地球温暖化・省エネ

 カテゴリー 内容 新聞社 月日

福岡県城南高生　海洋保全学ぶ　九大うみつなぎプロジェクトに参加 
漂着物アートや清掃体験

漂着ごみ清掃、安全な海に　一般社団法人「ｍａｉＰＬＡ」
代表理事　宮崎　幸汰さん（九州大学 学生）

流水型ダム　過去の洪水で水位試算　九州豪雨時　標高２５６メートル＝熊本　
（環境保全対策検討委員会　委員長　楠田哲也・九州大学名誉教授）

ツバキの実採取　製油者の高齢化進む ツーリズムで課題向き合う
九大研究者　市民ら検討「協力の仕組み作りに」（九州大学　清野聡子准教授　生態工学）

＜変化への適応＞ “ 自慢の博多湾 ” を未来へ　福岡市
（「博多湾ＮＥＸＴ会議」会長・川口栄男　九州大学名誉教授の活動）

源じいの森３０年　将来展望考える　赤村でシンポジウム
（朝廣和夫九州大学准教授　緑地保全学）

福岡県　産学官で水素エネ推進　県や九大などが新組織設立

３０日から九州大エネウィーク　最新研究を発信
（再生可能エネルギーやカーボンニュートラルに関する最新の研究成果を発信）

九州大　高分子接着剤の仕組み解明　溶接代替で省電力へ

損保ジャパン【国内初】森林由来のカーボンクレジットに関する補償を提供 
（九州大学　馬奈木俊介主幹教授）

ＮａｔｕｒａｌＣａｐｉｔａｌ　ＣＯ２削減クレジット取引組織設立　３３社参画　
（馬奈木俊介理事長＝九州大学教授）

九大がエネルギー講演会　米のＦＣＶ ( 燃料電池車）現況など

汚泥由来の水素活用へ本腰　福岡市「自家消費」拡大も
（市や西部ガスなどでつくる協議会九州大学と連携協定を締結し、低コスト化研究を開始）

九大、酸化物電解質を低温焼結　全固体電池コスト低減

九州水素フォーラム　水素活用で現況報告　ＣＮ実現のカギ　
（講演　佐々木一成・九州大学副学長）

洋上風力周辺の風を予測　東ガスと九大がシステム　発電効率や耐久性向上

エビ養殖池の汚泥で発電、裕幸計装、ベトナムで実証 
（九州大学などと新システムを開発　電力の安定供給と環境保全に活用） 日経産業新聞  R4.4.7

  西日本新聞 R4.7.6

 西日本新聞 R4.9.5

  西部読売新聞 R4.10.18

  長崎新聞 R4.11.24

  日刊水産経済新聞 R5.1.1

 西部読売新聞 R5.2.20

 西日本新聞 R4.8.30

  日本経済新聞 R4.10.13

 電気新聞 R5.1.25

 NIKKEI R4.10.20

 新日本保険新聞 R4.12.16

 日刊工業新聞 R5.1.17

 琉球新報 R5.1.28

 NIKKEI R5.2.2

 日刊産業新聞 R5.2.3

 プロパン・ブタンニュース R5.2.27
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2022 年 4 月〜 2023 年 3 月

３
地球温暖化・省エネ

４
資源・リサイクル

５
その他

 カテゴリー 内容 新聞社 月日

ＣＯ２吸収し排出枠販売　九大、自治体と相次ぎ連携

フッ化物イオン電池　ＥＶ用、現容量の１０倍に　日本  実用化へ先行
( 九州大学、トヨタ自動車、日産自動車など２５者が参加する国のプロジェクト )

九大と山形大　「プロトン導入反応」構造を初解明
燃料電池のコスト削減に向け反応温度引き下げへ

ＣＯ２回収技術　装置化へ実証　九電、九大・双日と

我が家のプラごみ、リサイクル バケツになり手元へ 福岡・大木町で実用化へ【西部】
（開発に関係した九州大学　近藤加代子教授）

九州電力、火力発電所跡地を資源循環拠点に　早大などと連携
（サーキュラーパーク九州　九州大学などが賛同）

総合商社　金属トップに聞く　双日　金属・資源・リサイクル本部長　松浦修氏
リサイクルなどで新事業　供給網に寄与する案件参画　　

（九州大学と大気中のＣＯ 2 を直接回収しＦＴ合成でエタノールなどの化学物質の製造技術の実用化）

食と農　理解深める　学生ら参加し講座　ＪＡ福岡中央会など　
（九州大学　比良松道一准教授）

「全固体ナトリウム電池」（資源制約のない）実現へ　電極形成法を開発
８５０度の低温化焼結　九州大学（工学研究院　林克郎教授ら）

【アンカバード】カーボンクレジット　大きな商機 
（一般社団法人「ナチュラルキャピタル」理事長九州大　馬奈木俊介教授） 産経新聞  R5.3.3

 日経 R5.3.17

 日本経済新聞 R5.3.17

 日刊自動車新聞 R5.3.20

 日本経済新聞 R5.3.25

 朝日新聞 R4.5.31

 電気新聞 R4.7.27

 日刊産業新聞 R4.8.24

 日刊電波新聞 R5.1.20

 日本農業新聞 R5.3.16

Chapter_2-9

新聞に報道された環境活動
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Chapter 2-10

環境・安全教育

５. 環境安全衛生推進室

本学における安全衛生推進のために必要な知識と情報を提供することを目的として、
令和 4 年度は、以下の安全衛生セミナーを開催しました。（全て e-ラーニング）

 対象 内容 開催日 参加人数

作業主任者及び作業管理監督者等 職場の事故防止（作業主任者の役割）

職場の事故防止（衛生管理者の役割）
衛生管理者及び

衛生管理業務に従事する職員等

総括安全衛生管理者、
部局長等及び事務系役付職員等

ストレスチェック実施後
職場環境改善研修

R4.10.3 〜 11.30

R4.10.3 〜 11.30

198 名

171 名

186 名R5.2.1 〜 3.17

【 安全衛生セミナーの開催 】

入学時に全新入生を対象に、身近に発生するトラブルや
事故を未然に防ぐための普段からの心がけや初歩的な
対応をまとめた冊子「学生生活ハンドブック」を配布して
います。

教育企画委員会の下に設置した「教育における安全管
理専門委員会」では、体験型教育研究活動等におけ
る教職員及び学生の安全管理や事故再発防止を目的に

「教育における安全の指針」を配布しています。

教育・研究活動における安全管理
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/faculty/safety/

 学生ハンドブック
https://www.kyushu-u.ac.jp/ja/education/life/pamphlet/

教育における安全の指針  1. 野外活動編（令和 3 年 10 月改訂）2. 学
外活動編（令和 3 年 10 月改訂）3. 実験室活動編（令和 3 年 10 月改訂）

１. 新入生に対する環境安全教育 ２. 九州大学安全指針

【化学物質取り扱い等に関する講習会】

３. 各部局の環境安全教育

各部局においても、独自に「安全の手引き」、「安全の
指針」を配布し、環境 · 安全教育を実施しています。詳
細は各部局の環境報告書をご参照ください。

第４章化学物質の適正管理をご参照ください。

４. 環境安全センター
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Chapter_2-10

環境・安全教育

環境安全衛生推進室及び低温センターでは、毎年度寒剤を
含む高圧ガスを利用する教職員 · 学生を対象に、高圧ガス保
安法に基づく保安講習会を、キャンパスごとに実施しています。
令和 4 年度は、基礎知識を学習する講習会を e ラーニングで

実施し、ガスボンベや低温寒剤、配管継手の施工について、
実際に体験して正しい取り扱いを学習する実技講習会を対面
にて実施しました。

学内にて高圧ガスを
利用する教職員 · 学生全て

e- ラーニング合格者のうち希望者

高圧ガス及び
寒剤の基本知識の講義

（e ラーニング）

実技講習会 ( 対面 )

R4.5.20 〜 R4.12.23

R4.11.29 及び 11.30

日本語受講者 1,125 名
英語受講者 73 名

伊都地区 20 名
馬出地区 5 名
筑紫地区 5 名

英語（伊都地区）5 名

 対象 内容 開催日 参加人数

基幹教育

 部局等 科目

【高圧ガス及び低温寒剤を安全に取り扱うための講習会】

6. 環境関連の授業科目

ここでは、本学部の全学部生を対象として開講されている「基幹教育」における授業科目を紹介します。

文系ディシプリン科目　地理学入門、The Law and Politics of International Society
理系ディシプリン科目　身の回りの化学、生命の科学Ａ、生命の科学Ｂ、生物学概論、集団生物学、生態系の科学、
地球科学、最先端地球科学、地球と宇宙の科学
高年次基幹教育科目　環境問題と自然科学、環境調和型社会の構築、グリーンケミストリー、地球の進化と環境、
生物多様性と人間文化Ａ、生物多様性と人間文化Ｂ、遺伝子組換え生物の利用と制御
総合科目　水の科学、身近な地球環境の科学Ａ、身近な地球環境の科学Ｂ、伊都キャンパスを科学するⅠ（軌跡編）、
伊都キャンパスを科学するⅡ（現在編）、伊都キャンパスを科学するⅢ（展望編）、糸島の水と土と緑、体験的農業生産学
入門、放射線とは何だろうか？、教養の放射線科学と原子力Ⅰ、教養の放射線科学と原子力Ⅱ、大気と海洋の環境学入
門Ａ、大気と海洋の環境学入門Ｂ、森林科学入門、水圏生態環境学入門、環境と安全Ⅰ、環境と安全Ⅱ、少人数セミ
ナー ( 自炊塾 )
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エネルギー・資源の削減
Chapter 3

　政府は 2020年 10月に、2050年までに温室効果ガスの排出を
全体としてゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣
言しました。
　本学では、大学の強み ·特色を生かして社会的問題の解決に貢
献すべく、カーボンニュートラルキャンパスの実現に向けたプロ
ジェクトチームを令和4年度に設置しました。現在、エネルギー
消費抑制に向けた、建物のZEB化、創エネの導入等の取組目標の
策定及びカーボンオフセット等の効果並びにカーボンニュートラ
ルの実現に向けた研究開発 ·人材育成の社会貢献について検討を
行っています。
　また、省エネルギー活動の推進に向けて、伊都キャンパスのウ
エスト1号館におけるベース電力（平日、休日、時間等などの区
分に関係なく常時使用されている電力）の調査を開始し、現在分
析を行っています。

SDGs_Goal

Chapter_3-1

エネルギー
消費抑制に
向けた取り組み

　平成 27 年度に「九州大学における省エネルギーに関する
規程」を策定し、平成 28 年度から各主要キャンパスで構成
している地区協議会等のもと、部局の長が省エネルギー推進
責任者として、全学的な省エネルギー活動を実施しています。

·トップランナー方式に基づく機器の更新と財源
· 変圧器→高効率化、施設整備費補助金等
· エアコン→高効率化、施設整備費補助金等
· 冷蔵庫 · 冷凍庫→集約 · 統合、運営費交付金

エネルギー消費量の少ない機器等の導入節減活動の実践

Chapter 3-1Chapter 3-1

エネルギー
管理体制の強化　

省エネ機器の
導入推進　

1. 2.

[　省エネルギーの取り組み　] （令和 4 年度実施分）

空調設備の高効率化	 原油	 kL ╱年	 93	 78	 15	 16%	 26

		照明機器の効率化	 電気	 　kWh ╱年	 243,894	 98,047	 145,847	 60%	 57	

	 	 	 	 	 	 	 合計	 83

エネルギー使用量 CO₂ 排出量

	 	 種別	 単位	 改善前	 改善後	 削減量	 削減率	 削減量（トン）
項目
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3. 省エネ機器の設置事例

空調機の高効率化

事例１

改修前（室外機） 改修後（室外機／高効率）

下：	Ｄ棟 1 階講義室

馬出地区の蛍光灯を低電力の
LED 照明へ更新を行い、消費
電力を削減しました。

照明器具の高効率化

芸術工学図書館１階
（閲覧ホール）

大橋地区芸術工学図書館の蛍
光灯 · 水銀灯を低電力の LED
照明へ更新を行い、消費電力
を削減しました。

事例 2

改修前（水銀灯） 改修後（LED 照明）

改修前（蛍光灯） 改修後（LED 照明）

Chapter 3-1

　令和２年３月に策定した九州大学インフラ長寿命化計
画（個別施設計画）に基づいて、計画的に空調機や照
明器具等を省エネ性能の高い機種に更新している。

上：	ＡＣＰ－8 系統

筑紫地区総合理工学府研究院
本館の老朽化した空調機を更新
し、消費エネルギーを削減しま
した。
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Chapter 3-1

　本学では、更なる省エネルギーの推進、
環境負荷の低減及び光熱水費の効果的
な削減を図るため ESCO 事業を導入し、
病院の空調熱源機器の効率化（ターボ
冷凍機の導入）、LED 照明の導入、エネ
ルギーマネージメントシステムによる運転

制御方式の最適化等の改修をH29 年度
に実施 · 完了しました。現在は、効果検
証用データー収集装置等を活用して既存
設備を含めた設備全体の運用効率の最
大化を図っています。

4. ESCO 事業

※病院エネルギーとは、病院で使用された電気・ガス・重油の原油換算値[　病院エネルギー削減実績　]

	 年度	 エネルギー使用料（kL）	 対基準年度削減量（kL）	 対基準年度削減率

	 H29 年度（基準年度）	 16,570	 -	 -	

	 H30 年度	 14,326	 2,244	 13.5%

	 R1 年度	 13,985	 2,585	 15.6%

	 R2 年度	 14,271	 2,299	 13.9%

	 R3 年度	 14,495	 2,075	 12.5%	

	 R4 年度	 14,847	 1,723	 10.4%

5.

6.

よって、九州電力管内の系統安定及び
電気の需要の平準化に寄与する新たな
省エネルギー活動のことです。令和 4
年度は、本事業に参加し7 月に 3 回、
9 月に 1 回の発動要請があり、合計約
1.1MWh の発電を行いました。

　ディマンドリスポンスとは、九州電力
管内において電力需給の逼迫が予想さ
れるタイミング（猛暑日等）で、電力会
社からの要請に応じ、本学の伊都キャ
ンパス（エネルギーセンター）に設置し
ている自家発電設備を稼働させることに

Chapter 3-1

　大学構成員である教職員が一体となっ
て省エネルギー活動のさらなる推進を図
るため、①エネルギー管理システムによ
る各部局や各キャンパス毎のエネルギー
使用量の把握及びエネルギー使用量の

一元管理、②ホームページにて全学に
エネルギー消費抑制に向けた情報提供、
③英語版 - 省エネパンフレットの配布④
省エネポスターの全学配布を実施しまし
た。

Chapter 3-1

ディマンド
リスポンス事業

省エネルギー
活動

①	エネルギー管理システム（エネルギーの一元管理）

③	英語版	- 省エネパンフレット
（令和	4 年度に英語版	- 省エネルギー活動

の取組方法の周知）
④	省エネポスター

（	省エネ	活動	の推進・啓発	）②	ホームページ（省エネルギーに関する情報提供）
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7.カーボンニュートラルに
向けた取組み

Chapter 3-1

[　エネルギー消費量　]

	 H23	 140,874	 9,998	 731	 128

	 H24	 140,194	 9,455	 609	 117

	 H25	 145,552	 9,717	 556	 116

	 H26	 147,366	 8,506	 700	 117

	 H27	 148,474	 8,948	 708	 95

	 H28	 150,223	 9,445	 733	 88

	 H29	 147,477	 9,569	 748	 84

	 H30	 142,363	 7,885	 705	 18

	 R1	 140,615	 7,625	 700	 3

	 R2	 135,615	 7,541	 684	 1

	 R3	 140,642	 8,349	 696	 0

	 R4	 139,875		 7,814		 1,302	 0

年度 電気
（千 kWh）

ガス
（千m3）

灯油
（kL）

A 重油
（kL）

　令和 4 年度のエネルギー消費量を前年
度と比較すると、電気 767 千 kWh 減、ガ
ス 535 千㎥減、A 重油 606kL 増となって
おり、大学全体として省エネルギー対策が
確実に実施されている状況であります。
　なお、A 重油の増加の要因は、昨今の
エネルギー価格の高騰に伴い、光熱水費
の支出を削減するため、令和 4 年 12 月か
ら令和5年3月の期間に、ボイラー及びコー
ジェネのエネルギー源として、A 重油の使
用割合を増やしたためです。

1. エネルギー消費量

Chapter 3-2

キャンパス計画及び施設管理委員会
（全学委員会）

キャンパス
計画室

カーボンニュートラルキャンパス
実現に向けたプロジェクトチーム

オフセット検討部会
（中期的視点）

省エネ推進部会
（短期的視点）

研究推進部会
（長期的視点）

省エネ対策の強化建物の ZEB化、
創エネの導入

カーボンオフセットの活用 研究開発	・人材育成による社会への
貢献

SDGs_Goal

Chapter_3-2

エネルギー消費量
　本学では、エネルギー管理システムにて、各地区及び各部局
毎等のエネルギー消費量を、全学で一元管理しています。

　本学では、全学委員会であるキャンパス計画及び施設管理委
員会のもと、カーボンニュートラルキャンパス実現に向けたプロ
ジェクトチームを令和 4 年 3 月に設置し、現在、取組み方針の策
定、取組み内容の具体的な検討等を行っているところです。さら
に分野ごとに具体的な検討を行うため令和 4 年 6 月に以下の 3
部会を設置し、検討を進めています。
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[　太陽光発電設備　	]

伊	都

筑紫

大橋

西新

馬出

	 地	区	 建築名称	 容量	 R4 年度	発電量

	 	 ウエスト１号館	 7kW	 9,956kWh

	 	 ウエスト２号館		 90kW	 89,748kWh

	 	 ウエスト3・4 号館				 65kW	 29,484kWh

	 	 ウエスト5 号館				 70kW	 102,101kWh

	 	 ( 伊都）中央図書館	 3kW	 3,921kWh

	 	 課外活動施設Ⅰ	 50kW	 59,080kWh

	 	 次世代エネルギー	 20kW	 24,359kWh

	 	 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所	 27kW	 20,277kWh

	 	 ドミトリーⅢ	 5kW	 6,862kWh

	 	 先導物質化学研究所	 10kW	 11,547kWh

	 	 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所第 2 研究棟	 18kW	 21,491kWh

	 	 先進化社会システムイノベージョンセンター	 7kW	 9,106kWh

	 	 イースト1・2 号館	 63kW	 77,435kWh

	 	 カスミサンショウウオ用ポンプ 	 1kW	 計測不能

	 	 総合研究棟	 30kW	 28,705kWh

	 	 産学連携センター	 30kW	 34,977kWh

	 	 応用力学研究所	 5kW	 計測不能

	 	 ２号館	 5kW	 5,816kWh

	 	 デザインコモン	 10kW	 13,446kWh

	 	 西新プラザ 	 10kW	 10,379kWh

	 	 総合研究棟	 12kW	 15,559kWh

	 	 システム創薬リサーチセンター	 6kW	 7,332kWh

	 	 医学部臨床研究棟	 20kW	 37,676kWh

	 	 保健学科	 6kW	 7,837kWh

	 	 合計	 570kW	 627,094kWh

[　風力発電設備（伊都地区）　]

	 名称	 容量	 R4 年度	発電量

	 山頂	 ７０kW×２	 844kWh

	 陸上競技場	 ５kW×5	 19,325kWh

	 屋外実験フィールド	 ５kW×1	 計測不能

	 パブリック１号館北側	 ５kW×2	 計測不能

	 水素ステーション	 1kW×1	 計測不能

	 合計	 181kW	 20,169kWh

　太陽光発電や風力発電の再生可能エネルギーの活用は、
伊都キャンパスを中心に行われています。令和 4	年度末の
全容量は 751	kWであり、発電量は、647	千	kWh	です。
　風力発電は、実験研究中で本格的な発電に入っていな
いこともあり、発電量の実績が計測できていないものもあ
ります。

2. 自然エネルギーによる発電

Chapter 3-2
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	 箱崎	 馬出	 伊都	 筑紫	 大橋	 別府	 その他	 面積（千㎡）

[　図２	・原油換算エネルギー消費量（kL）と稼働面積（千㎡）　]

( 令和 4 年度 )

電力

ガス

A重油

灯油

電力		35,979
78％

ガス		9,074
19％

A重油		1,313(3％)

灯油0％

[　図１	・エネルギー構成比（原油換算 kL）　]

Chapter 3-2

　私たちが身の周りで消費しているエネルギー（電気、
ガス、A 重油、灯油等）は、それぞれ異なる計量単位
（kWh、㎥、kL 等）が使われています。それを原油
換算して1つの単位（kL）で表すことで、省エネルギー
活動の考察が可能となります。
　図１	・令和 4 年度の大学全体の原油換算エネルギー
消費量は 46,780	kLとなり、主要 6キャンパス（箱崎、
伊都、馬出、筑紫、大橋、別府）におけるエネルギー
消費割合は、右図のように電気が 78%、ガスが 19%
でエネルギー消費量の 97％を占めています。
　図２	・令和 4 年度の全学の原油換算エネルギー消
費量を前年度と比較すると、0.4% 減となっています。
・令和 4 年度の稼働面積及び原油換算エネルギー消
費量を農学部や人文社会科学等が箱崎から伊都へ移
転する前である平成 25 年度と比較すると、稼働面積
5.4% 増であるのに対し、原油換算エネルギー消費量
は 6.5% 減となりました。移転に伴い各設備等を高効
率な機種に更新したことにより、稼働面積当たりの原
油換算エネルギー消費量を削減しました。

3. 原油換算エネルギー消費量

70,000

60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

1200

1000

800

600

400

200

0

9,195

26,201

9,302 9,565 11,451 12,961 14,355

17,653 18,727 17,676 19,456

25,220 25,705 26,197
25,903

23,272
22,849 22,946 23,141

9,299 7,951 7,024 5,359
1,514

2,907 2,697 2,610 2,537
2,453 2,417 2,122

2,281
3,041

680 645 603 604 604
573 547

485
547

977 966 980
1,036

1,124
1,040

1,025

170 105 107

1,001 1,045640 685 571
577

540
530

450

423 423

955 977 986
1,025 1,028 1,013 1,003 1,008 1,005 1,007

H25 H26 H27 R1H28 R2H29 R3 R4H30(kL) （千㎡）

19,074

23,376

2,225
533

99

1,060
413
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起源の CO₂ 排出量は 78,293	 t-CO₂ で
あり、前年度と比較して約 12％減少とな
りました。エネルギー起源の CO₂ 排出
量の減少の要因は、原子力発電の運転
が順次再開され、電気の CO₂ 排出係数
が減少に転じていることなどが考えられ
ます。なお CO₂ 排出量は、調整後排出
係数を用いて算出しています。

　省エネ法の改正により平成 21 年度か
ら全学のエネルギー消費量の把握が義
務化されたことにより、CO₂ 排出量につ
いても平成 21 年度より大学全体の排出
量を公表しています。
　令和 4 年度の大学全体の原油換算エ
ネルギー使用量は 46,780kL であり、前
年度と比較して0.4% 減少しました。対し
て、令和 4 年度の大学全体のエネルギー

4. CO₂ 排出量
Chapter 3-2

　本学では、原油換算エネルギー消費
量を稼働面積で除した値（エネルギー消
費原単位	）を省エネルギーの取り組み
成果の指標としています。
　令和 4 年度の主要 6キャンパスにおけ

る「エネルギー消費原単位	」は前年度
と比較すると、0.7% 削減となっています。
　令和 4 年度の全学の「CO₂ 排出量原
単位」は前年度と比較すると、12% 減と
なっています。

5. 原単位
Chapter 3-2

CO₂排出量原単位（t-CO₂/㎡）原油換算原単位（L/㎡）

52.3154.44 52.59 51.60 50.83 48.12 47.57 45.86 47.91 47.60

H25（L/㎡） （t-CO₂/㎡）H26 H27 R1H28 R2H29 R3 R4H30

100.00

82.50

65.00

47.50

30.00

0.130

0.098

0.065

0.033

0.000

[　主要 6キャンパスエネルギー原油換算原単位（L/m3）と全学の CO₂ 排出量原単位（t-CO₂/㎡）　]

[　大学全体の CO₂ 排出量（t-CO₂）　]

稼働面積（千㎡）CO₂排出量（t-CO₂）(全体)

977955 986
1025 1028 1013 1003 1008 1005 1007

H25 H26 H27 R1H28 R2H29 R3 R4H30(t-CO2)

140,000

105,000

70,000

35,000

0
（千㎡）

1,000

825

550

275

0

112,085 111,667 107,482 100,792 95,987 88,107 90,107
78,303

89,464
78,293

0.1140.117
0.109

0.098
0.093

0.087 0.090
0.078

0.089
0.078
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Chapter_3-3

水使用量と循環利用
SDGs_Goal

　水の使用量は、上水、地下水・雨水及び再生水の使用量の合計であり、
令和 4 年度の使用量は年間で約 105 万	㎥です。そのうち、約 54% の 57
万	㎥が地下水や再生水等でまかなわれています。また、伊都キャンパス、
筑紫キャンパスでは実験排水の再生循環利用、病院キャンパスでは雑用排
水の再生利用を行うとともに、新たに設置する衛生器具については、節水
型を採用し、全体の水使用量の削減に向けた取り組みを行っています。
なお、下図は上水使用量を示しており、令和 4 年度の水使用量は前年度よ
り約 6.7 万	㎥（約 16%）増加しています。
使用量が増加した理由は、猛暑及び令和 3 年度に比べ 8月の降水量が著
しく少なかったことにより、馬出地区における冷却塔用補給水の使用量が
増加したこと等が考えられます。

1. 水の使用量
Chapter 3-3

[　キャンパス別上水使用量 ]

上水（万m3）

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

再生水（万m3）
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0

25
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5

0

箱崎 馬出 別府伊都 筑紫 再生水

42.0

10.9

12.4

11.1
12.2

13.8
13.2

8.75
9.77

9.10

42.2
43.8

49.5
47.2

44.6

33.1

41.8

48.5
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　伊都キャンパスは、実験室の実験用排水や洗面所等の雑
排水を処理して再利用する設備を設置しています。令和 4 年
度は約 8.8 万	㎥を再利用水として使用しており、これは令和
4年度の伊都キャンパスにおける水使用量の約56%に相当す
る量です。
　また、九大病院では、病棟から発生する風呂や洗面等の

排水及び雨水を処理しトイレの洗浄水として再利用する設備
を設置しています。また、団地内各建物のトイレ洗浄水として
井水を使用しています。令和 4年度は約 40.08㎥をトイレ用水
として使用しており、これは令和 4 年度の病院キャンパスにお
ける水使用量の約 52% に相当します。

[　水使用量　令和 4 年度　] （単位：万㎥）

2. 排水の再生利用
Chapter 3-3

[　キャンパス別下水使用量 ]

下水（万m3）

60

70

80

90
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10

箱崎 馬出 別府大橋伊都 筑紫

H26

78.5

H27

84.4

H28

79.9

H29

78.8

H30

68.5

R1

69.8

R2

62.9

R3

64.2

R4

67.9

	 種別	 箱崎	 伊都	 病院	 筑紫	 大橋	 別府	 合計

	 上水	 0.11	 6.99	 35.99	 0.80	 	 4.64	 48.53

	 地下水	 	 	 40.08	 1.10	 2.47	 	 43.65

	 温泉	 	 	 	 	 	 3.29	 3.29

	 再生水	 	 8.80	 	 0.30	 	 	 9.10

	 再生水（雨水）	 	 	 0.53	 	 	 	 0.53

	 合計	 0.11	 15.79	 76.60	 2.20	 2.47	 7.93	 105.10
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[	　九大リサイクルシステムのイメージ　]

[　成立件数　]

	 内訳	 件数

	 実験用装置等	 34

	 パソコン、複写機等（周辺機器を含む）	 50	 	

	 上記関連　消耗品（CD、トナー等）	 17

	 事務用備品（机、書架、ロッカー等）	 126

	 事務用消耗品（筆記具、用紙等）	 5

	 合計	 232

　本学においては、遊休物品及び貸付物品等の情報を提供す
るために、Webシステムを利用した「九大Webリサイクルシ
ステム」を本学ホームページに学内掲載し、平成 18 年 7月 1
日から運用しています。
　昨年度は 232 件が成立しており、一昨年度より成立件数が
増加しています。また、これまでの 17 年間で 2,017 件が成立
しており、今後とも、物品等の有効活用、経費削減を図るため、
教職員へポスター掲示やホームページでの周知等により、さら
なる利用の拡大を図ってまいります。

Chapter_3-4

九大Webリサイクルシステム

	　生活系ごみの中で可燃ごみが占める割合は大きく、可燃ご
みの中には資源化できるメモ用紙等の紙切れが多く混入してい
たことから、平成 13 年より資源化率を高めるため、割り箸の袋、
封筒、名刺等々小さな紙切れも古紙として回収することにより可
燃ごみの減量、資源化率の向上に努めています。
　医系学部においては、右ポスターを各部屋に掲示し、部屋に
古紙回収箱を設置するように呼びかけています。その他、古紙回
収の徹底をメールで通知する等、各教職員が互いに協力し合い
意識をもって実際に行動していくよう、周知徹底を図っています。

Chapter_3-5

古紙回収量と可燃ごみ

事務手続き

模様替えで余った
椅子があるよ。

譲る人

椅子はないかな？

探す人
リサイクル入力 閲覧

リサイクル
システム

成立

リサイクル物品の移動

49

第
3
章　
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
の
削
減

E
nvironm

ental R
eport



H26 H27H21 H22 H23 H24 H25 R4

　古紙と可燃ごみに占める古紙の割合は、下のグラフに示
すように、約２０％～４０％で推移しております。
　可燃ごみの中に含まれる「紙」を減らし，古紙への転換
を進めるために、環境点検などいろいろな取り組みを行っ
て来ましたが、まだ改善の余地があります。

1. 古紙と可燃ごみの重量比率
（令和３年度）　

Chapter 3-5

Chapter 3-5

　病院内で出た個人情報を含む文書に関しては、環境に配
慮し、平成 19 年度より溶解処理後、トイレットペーパーや
段ボールなどに再利用される処分を実施しています。

[　部局ごとの古紙と可燃ごみの重量比率　]

2. 個人情報を含む文書の処理

古紙、可燃ごみ（t） 古紙の
割合（％）

1,000
20

1,500
30

2,000

2,500

40

500 10

0 0
H28 H29 H30 R1 R2 R3

古紙 可燃ごみ 古紙の割合
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[　令和4年度調達	グリーン購入法基準適合製品　]

作業手袋

照明

その他繊維製品

　福岡市では令和 2 年 10 月 1 日よ
り事業系ごみ（一般廃棄物）の分別
ルールが変更されました。それに応
じて本学では一般廃棄物の分別ポス
ターを改訂しました。主な変更点は
従来燃えるごみとして排出していた雑

紙を古紙として分別回収することで
す。なお、新聞紙、段ボール、書籍
類に関しては従来通りで、それぞれ
ひもでくくって出すことに変わりはあ
りません。

3. 古紙分別ルールの
変更について

Chapter 3-5

	 	グリーン購入とは、「国等による環境物品
等の調達の推進等に関する法律」（グリー
ン購入法）に基づき、環境にやさしい物品
の購入やサービスの提供を推進するもので
す。本学においても、「環境物品等の調達
の推進を図るための方針」（調達方針）を
策定・公表し、これに基づいて環境物品等
の調達を推進する努力をしています。									
　具体的には、調達案件の仕様書等に、
グリーン購入基準適合製品であることを明
記し、可能な限り環境への負荷の少ない物
品等の調達を目指しています。
　令和４年度においては、調達方針どおり
に、すべての特定調達品目についてグリー
ン購入を行いました。

Chapter_3-6

グリーン購入

福岡市からのお知らせポスター　

左・上：本学のゴミ分別ポスター改訂版

	 分野	 適用	 調達量

	 紙類	 コピー用紙	 238,449kg

	 文具類	 文具	 514,914 個

	 オフィス家具類	 事務機器等	 2,313 台

	 OA 機器	 コピー機等	 6,380 台

	 移動電話	 携帯電話等	 33 台

	
家電機器

	 電気冷蔵庫等	 137 台

	 	 記録用メディア	 2,700 個

	 エアコンディショナー等	 エアコンディショナー等	 59 台

	 	 LED 照明器具	 1,596 台

	 	 蛍光管等	 10,245 本

	 自動車等	 自動車等	 8 台

	 消化器	 消化器	 196 本

	 制服・作業服等	 作業服等	 1,136 着

	 インテリア・寝装寝具	 カーテン等	 51 枚

	 	 タイルカーペット等	 359㎡

	 	 作業手袋	 61,731 組

	 	 集会用テント	 2 台

	 	 ブルーシート等	 53 枚

	 役務	 印刷等	 1,390 件
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[　マテリアル	バランス　（令和 4 年度）　]

	 電気	 139,875 千 kWh	 	 	 	

	 ガス	 7,814 千㎥	
二酸化炭素	 78,293トン

	 A 重油	 1,302kL

	 灯油	 0kL

	 用紙類	 238トン	 古紙	 466トン

	 	 	 可燃ごみ（生活系）	 1,647トン

	 	 不明	 混合・がれき・不燃	 611トン

	 	 	 他・生活形	 236トン

	 	 	 事実験系有機廃液	 95トン

	 	
不明

	 実験系無機廃液等	 13トン

	 	 	 感染性廃棄物	 755トン

	 	 	 他・実験系	 169トン

	 市水	 48.5 万㎥	

	 地下水	 46.9 万㎥	 排水	 67.9 万㎥	

	 雨水	 0.5 万㎥

購入品

購入品

INPUT OUTPUT

Chapter_3-7

マテリアル
バランス

　本学では、有価物である「古紙」と、事業系一般廃棄物であ
る「可燃ごみ」以外は、すべて産業廃棄物として取り扱っており、
収集運搬業者及び処分業者と処理委託契約書を交わし、産業廃
棄物を渡すときには、マニフェスト（管理票、積荷目録）を交付
しています。全学一括処理の廃棄物については、北海道で処理
した水銀含有汚泥を除き、すべて電子マニフェストを利用してい
ます。部局で独自に処理している廃棄物についても、電子マニフ
ェストへの移行を推進していますが、	令和 4 年度の紙マニフェス
トは 75 枚（46トン）でした。	816 枚（537トン）からは 741
枚の大幅	減となり、電子マニフェスト化率は 94％に向上しました。
　また、過去 5年間の廃棄物量の推移をみると、令和 4年度は、
教育、研究活動の再開に伴い、可燃ごみの廃棄量は 36％増加
しましたが、産業廃棄物は前年度と比較し	、29% 減少しました。

Chapter_3-8

産業廃棄物の処理
[　廃棄物量の推移　]

可燃ごみ産業廃棄物

H30　　　R1 　　　　R2 　　　 R3            R4

1700

1275

850

425

0

　事業活動において、どの程度の資源・エ
ネルギーを投入し（インプット）、どの程度
の環境負荷物質	（廃棄物を含む）などを排
出（アウトプット）したかをまとめたものが、
マテリアルバランスです。　　　
　エネルギーと水についてはインプット量
が把握できており、二酸化炭素のアウト
プット量は計算で、排水のアウトプットは
排水メーターの実測値等で求めることが

できます。
　しかしながら、物質については、アウトプッ
トは全て計量していることから把握できます
が、インプット量は購入品の重量を計測して
いないこと、購入年度に必ずしも使用すると
は限らないため、年度単位インプット量の把
握は困難です。今後は実験系の薬品など購
入量が把握できる情報を整理し、インプット
の精度を高めていきたいと考えています。
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[　令和 4 年度　産業廃棄物の処理量　]

産業廃棄物名称 処理量 ton 電子マニフェスト 紙マニフェスト

	 	 	 	 	 ton	 枚	 ton	 枚

	 分別ゴミ	 生活系	 ガラス瓶	 9.75	 9.75	 12

	 	 	 ペットボトル	 23.78	 23.78	 104	

	 	 	 〃（自己資源化処理）	 17.12	 　	 　	

	 	 	 飲料缶	 15.05	 15.05	 61	

	 	 	 飲料缶（自己資源化処理）	 4.31	 　	 　	

	 	 	 金属くず	 24.25	 24.25	 42

	 	 	 発泡スチロール	 0.71	 0.71	 19	 　	 　

	 	 	 不燃ごみ	 15.98	 15.98	 13	

	 	 実験	 実験系可燃ごみ	 97.94	 97.94	 51	

	 	 	 有害付着物	 10.94	 10.94	 12	

	 全学一括処理	 生活系	 蛍光管	 2.78	 2.78	 3

	 	 	 乾電池等	 2.94	 2.94	 2	

	 	 	 バッテリー	 1.13	 1.13	 2	

	 	 実験系	 無機系廃液	 12.48	 12.48	 79

	 	 	 現像定着廃液	 0.28	 0.28	 7	

	 	 	 有機系廃液	 97.06	 97.06	 253	

	 	 	 廃薬品等	 2.62	 2.62	 6	

	 	 	 水銀使用製品産業廃棄物	 0.03	 0.03	 5	

	 	 	 廃水銀等（特管汚泥）	 0.023	 0.02	 1	

	 	 	 特管廃酸（水銀廃液）	 0.18	 0.18	 4	

	 	 	 汚泥	 1.10	 1.10	 2	

	 	 	 木くず	

	 	 	 がれき類	 44.66	 44.66	 5	

	 	 	 ガラスくず等	

	 	 	 金属くず	 16.49	 16.49	 14	

	 	 	 廃プラスチック類	 11.82	 11.82	 57

	 	 	 燃え殻	

	 	 	 混合物	 4.35	 4.35	 1	

	 	 	 混合物（金属含有）	 160.06	 160.06	 40	

	 	 実験系	 廃油	 0.61	 0.05	 2	 0.56	 6

	 	 	 廃酸、廃アルカリ	 9.35	 8.83	 2	 0.52	 7	

	 	 	 汚泥	 46.83	 6.20	 3	 40.63	 30	

	 	 	 動植物性残渣	 0.85	 	 	 0.85	 1	

	 	 	 感染性廃棄物（病院）	 805.03	 805.03	 792	

	 	 	 感染性廃棄物（医系）	 21.58	 20.86	 162	 0.72	 14

	 	 	 感染性廃棄物（その他）	 2.99	 2.94	 70	 0.05	 2	

	 	 	 アスベスト	 0.08	 	 	 0.08	 1	

	 	 	 廃 PCB 等	 2.32	 0.03	 1	 2.29	 9	

	 	 	 廃電気機械器具	 0.37	 	 	 0.37	 3		

	 	 	 廃電池類	 0.04	 	 	 0.04	 1	

	 	 	 水銀使用製品産業廃棄物	 0.00	 	 	 0.00	 1	

	 小計	 	 	 1,467.88ton		 1,400.3ton		 1,827 枚		 46.11ton		 75 枚

Chapter 3-8

53

第
3
章　
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
の
削
減

E
nvironm

ental R
eport



1. 資源化割合

Chapter 3-8

　令和	4 年度に本学から排出した廃棄物の総重量は	3,630
トンです。前年度の総重量は	2,272トンでしたので、1,358
トン（前年度の約	60%）増加となりました。資源化処理を
行った 757トンは昨年度の	1,082トンから325トン（前年度
の	43%）減少しています。資源化廃棄物の全廃棄物量に対
する割合は	21%であり、前年度の 27%より低くなりました。
資源化率をさらに上げるためには、これまで可燃ごみとして
廃棄していた雑がみ類の回収、再資源化など、資源化割合
を向上させる取り組みを継続していく必要があります。

[　令和 4 年度　資源化物と廃棄物　]

	 廃棄物名称	 資源化	 廃棄	 合計

	 産業廃棄物	 291	 1,177		 1,468

	 古紙	 466	 	 466

	 可燃ごみ	 	 1,696	 1,696

	 合計	 757		 2,873		 3,630

　学内で発生した清涼飲料水等の空ペットボトル及び飲料
缶は各部局ごとに、委託業者が回収・分別した後にリサイ
クルされます。令和 4 年度の学内の回収量はペットボトルが	

17.12トン、飲料缶が4.31トンで、ペットボトルは前年比で1.77
トン、飲料缶は 0.82トン増加しました。	詳細は第 2 章	再資
源化処理施設エコセンターの記事をご参照ください。

2. 分別ごみ（ペットボトル、飲料缶）

Chapter 3-8

3. 蛍光管、乾電池、バッテリー、廃薬品等の一括回収

Chapter 3-8

　蛍光管には水銀が含まれていることから、昭和 63 年から
日程を決め全学一括回収を行い、水銀回収の委託処理を行っ
ています。令和４年度は前年度より約 253kg 少ない	2,780kg
の蛍光管を処理しました。乾電池等、バッテリーについても、
蛍光管と同様に、全学で回収日を決め一括回収処理を行い、
専門業者による資源化処理等を行っています。
　令和４年度は前年度に比べて、乾電池等は 74kg 多い
2360	kg、バッテリーは 155kg 減少し1130kg を処理しました。
使用予定の無い薬品や、有効期限が切れた古い薬品及び実
験で発生した有害固形物（汚泥）等は、リスク低減のために、
毎年、全学一括処理を行っていす。令和４年度は前年度に比
べて1092 本少ない 3655 本を回収処理しました。

[　令和 4 年度回収処理量　]

	 地区
廃蛍光管等
(kg)

廃薬品等
(本）

乾電池等 (kg)

乾電池等 バッテリー

	 箱崎	 5	 0	 20	 0	

	 伊都	 560	 780	 490	 2,650

	 病院	 1,522	 15	 1,826	 880

	 筑紫	 228	 288	 210	 55

	 大橋	 45	 47	 110	 0

	農場・演習林	 0	 0	 0	 0

	 百道	 0	 0	 22	 0

	 西新	 0	 0	 5	 0

	 別府	 0	 0	 97	 70

	 合計	 2,360		 1,130		 2,780		 3,655
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  実施日 部局 部門 学年 人数 施設見学

 1 4/21 理学部 化学科 B1 66 あり

 2 7/20 工学部 エネルギー科学科 B3 33 あり

 3 10/5 工学部 応用化学科 B2 42 あり

 4 10/6 医学部 保健学科 B1 36 なし

 5 10/18 農学部 生物資源環境学科 B2 38 あり

 6 11/2 工学部 物質化学工学科 B2 41 あり

 7 11/29 農学部 地球森林科学コース B2 41 あり

 8 12/7 薬学部 創薬科学科、臨床薬学科 B2 89 なし

 合計     386

*)　参加人数は指導教官を含む。[　令和 4 年度 化学物質取り扱い等に関する講習会及び見学会（学内）　]

ます。令和４年度は、対面講習を行い、開催回数は８回で、計
386 名の出席者がありました。講習の後に給水センターの排水
再処理循環システムの見学も6 件実施しました。なお、給水セ
ンターの見学のみは 3 件（52 名）でした。

　環境保全及び安全衛生教育の一環として、専攻教育科目で
化学物質を扱う学生や化学系の研究室に配属される学生を対
象とした化学物質の管理と取扱いにおける注意、廃棄物処理
のルール、安全教育などの講習を学科やクラス単位で行ってい

1. 化学物質取扱い等に関する講習会の開催

化学物質の管理
Chapter 4

九州大学においては、適切な化学物質
管理を行うために「化学物質管理規程」
（平成 24 年 4 月施行）及び「化学物
質管理規程運用マニュアル」（平成 25
年 2 月施行）に従い化学物質の管理
を行っています。

Chapter_4-1

化学物質の適正管理

Chapter_4-1

SDGs_Goal
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[　化学薬品の法規別保有本数　] （令和 5 年 3 月末）

 伊都 14,535 35,992 34,684 258 3,354 15,694 157

 病院 ( 馬出 ) 4,646 9,177 11,847 70 1,091 4,699 41

 筑紫 4,524 13,905 11,247 64 783 5,914 25

 大橋 32 71 76 2 10 41 0

 その他 169 307 625 8 61 131 1

 合計 23,906 59,452 58,479 402 5,299 26,479 224

 地区  消防法 労働安全衛生法 化審法  PRTR 法 薬機法
毒物及び
劇物取締法

麻薬及び
向精神薬取締法

　化学薬品類は種々の法規によって使用および管理方法が規制
されています。本学では、全ての研究室等において薬品を適正
に管理するために化学物質管理支援システムを導入しています。
令和 5年 3月末時点で本システムに登録されている主要な法規

の規制対象化学薬品の本数を地区ごとに下表に示します。研究
目的で薬品を利用する関係上、各薬品の保有量は多くはありま
せんが、その種類が多いという特徴が見られます。今後も法律及
び学内規程に従った適切な管理を継続していくことが大切です。

2. 化学薬品の法規別保有状況

Chapter_4-1

　平成 28 年 6 月 1 日の改正労働安全衛生法の施行により、指
定された 640 種の化学物質（令和 3 年 1 月 674 物質）につい
てのリスクアセスメントの実施が義務化されました。少量、多種
類の化学物質を扱うことが多い大学の研究室では、扱う全ての
対象化学物質に対するリスクアセスメントは、手間のかかること
ですが、事故や作業者の健康被害のリスク低減のために確実
に行われなければなりません。本学では様々な機会を通して実

施を呼びかけるとともに、化学物質管理状況調査の一項目とし
てリスクアセスメント実施状況を調査しています。その結果、回
答が得られた研究室 447 室のうち 88％の研究室で化学物質リ
スクアセスメントを実施していることがわかりました。また、1 年
に 1 回以上の実施をお願いしている化学物質の棚卸について
は、88％の研究室で棚卸が実施され、毒劇物などが適切に保管、
使用管理されていることが確認されました。

3. 化学物質のリスクアセスメントと棚卸

Chapter_4-1

化学物質全て実施 
77%

周知・結果保管 
72%

周知のみ 16%

RA 実施なし 5% 

毒物のみ実施
1% 

わからない 2%

毒物劇のみ実施
10%

その他 5%

実施していない 12%

[　リスクアセスメント（RA) 実施状況　] [　化学物質の棚卸状況　]
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PRTR 法（特定化学物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律）4.

　九州大学では、PRTR 法対象物質のうち、取扱量の多いノル
マルヘキサン、ジクロロメタン、クロロホルム、ベンゼン、アセ
トニトリル、トルエン、キシレン類、ホルムアルデヒド、エチレ
ンオキシドの 9 物質について年間取扱量等の調査を行い、使

用量が 1トンを超える下表に記したものについて、伊都地区 ·
病院地区は文部科学大臣（福岡市長）、筑紫地区は文部科学
大臣（福岡県知事）にその旨届け出ています。

 地 区 物 質 名 年間取扱量 廃液移動量 大気へ排出量 下水道移動量 自己処理

  ノルマルヘキサン 5843 5607 234 0 2

  ジクロロメタン 5496 5084 411 0 1 

  クロロホルム 3606 3423 180 0 3 

  アセトニトリル 1157 1121 20 0 16 

  ノルマルヘキサン 2093 2010 83 0 0 

  クロロホルム 1712 1626 86 0 0 

  キシレン類 2590 2538 52 0    

  ホルムアルデヒド 2217 2186 4 27 0

  ノルマルヘキサン 2834 2692 112 0 30

 筑 紫 ジクロロメタン 1358 1256 102 0 0.0

  クロロホルム 1285 1221 64 0 0.0

[　PRTR 法対象化学物質（令和 4 年度 届け出分）　] 　　( 単位：kg)

馬出

伊都

Chapter_4-1

 伊都ウエスト 11.13 10.6 0 0.52

 伊都イースト・センター 1.03 1.03 0 0

 病院 ( 馬出 ) 0.67 0.64 0 0.03

 筑紫 0.45 0.18 0 0.27

 大橋 0 0 0 0 

 病院 ( 別府 ) 0 0 0 0 

R4 年度末
使用量 廃棄量

水銀保有量
地区等

R4年度当初

[　令和 4 年度水銀保有状況等　] （単位 : kg）　「水銀による環境の汚染の防止に関する法律」（水銀汚染防止
法）及び改正関係法令では、水銀及び水銀化合物の国が定めた
指針に従った貯蔵、前年度末での貯蔵量及び移動量の報告、水
銀を使用している機器の適正な分別回収等が義務付けられていま
す。本学においては、水銀及び水銀化合物は必ず化学物質管理
支援システムへ登録し、在庫量及び使用量の常時把握を行う体
制をとるとともに、温度計や血圧計などの水銀使用機器について
も保有数量の調査を行うとともに早期の廃棄を進めています。令
和４年度の水銀保有状況調査の結果は表のとおりで、報告書の
提出が義務付けられる30 kg 以上の保有はありませんでした。

5. 水銀汚染防止法

Chapter_4-1

57
E

nvironm
ental R

eport

第
４
章
　
化
学
物
質
の
管
理



 

 クロロホルム 1(0) 1(0) 2(0) 3(0) 1(0) 10(1) 2(0)  4(2) 3(1)

ホルムアルデヒド 2(0) 2(0) 5(2) 5(1) 4(0) 1(0) 2(0) 1(0)

 メタノール         2(0) 

 酸化プロピレン   1(0)

 2- プロパノール      1(0)

 フッ化水素     1(1）

 N,N- ジメチル
 ホルムアミド         

1(0)

 粉じん   2(0) 1(0)   1(0) 1(1) 

 合計 3(0) 3(0) 10(2) 9(1) 6(1) 12(1) 5(0) 2(1) 

Chapter_4-1

　平成 30 年度から令和 4年度までの管理区分Ⅱ及びⅢについて
下表にまとめました。工場などの生産現場とは異なり、大学の研
究室では小規模の実験を多様な条件下で行うことが多く、また、
様々な薬品を使用することが多く、適切なタイミングで作業環境
測定を行うことが難しいのですが、半年に 1 回の頻度で測定を
継続しています。令和 4年度の作業環境測定対象実験室は 442
室あり、このうち、管理区分Ⅱの実験室は前期が 5 室、後期が

2室、管理区分Ⅲの実験室が後期に2室、後期が 1室で見られ
ました。管理区分ⅡまたはⅢに該当する作業場については、労働
衛生コンサルタントが現地を視察して指導を行い、すみやかな作
業環境の改善に努めています。なお、令和 4年度からは、本学
技術職員 2名の作業環境測定士による自主測定が実施され、よ
り快適な職場環境の実現と作業者の安全と健康の確保に尽力し
ています。

6. 作業環境測定結果

（　）は区分Ⅲの数[　管理区分Ⅱ、Ⅲの実験室の合計数（平成 30 年度～令和４年度）　]

H30 R1 R2 R3 R4

  前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期
化学物質

毎週、本学から出される排水の水質
測定を行い、毎月第１週の測定結果
を福岡市等下水道管理者に報告して
います。令和４年度は、特に排出水の
基準を超過する事例はありませんでし
た。

Chapter_4-2

排水の
水質管理

SDGs_Goal
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Chapter 4 -2

排水の水質管理

     病院地区   

    ( 病院・他 ) ( 歯学研究院 ) ( 薬学研究院 )

 水素イオン濃度（ｐＨ）  5 ～ 9 6.4 ～ 7.0 7.4 ～ 8.2 8.2 ～ 8.9 7.5 ～ 8.4 6.5 ～ 7.3 7.4 ～ 8.1 

 生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）  600 45 ～ 170 50 ～ 180 － － 8 ～ 180 27 ～ 190 

 浮遊物質量（ＳＳ）  600 21 ～ 50 53 ～ 200 － － 4 ～ 94 38 ～ 150

 　　　　　　　     鉱油類  － － － － － <1 <1 

 　　　　　　　　    動植物油  5 ～ 24 3 ～ 15 － － <1 ～ 26 1 ～ 11 1 ～ 11 

 よう素消費量 220 <2 ～ 8 － － － － － 

 フェノール類 5 <0.1 － － <0.1 ～ 0.3 <0.1 <0.1

 銅及びその化合物 3 0.02 ～ 0.03 <0.01 ～ 0.02 <0.01 ～ 0.03 0.01 ～ 0.05 <0.01 ～ 0.06 <0.01 ～ 0.02

 亜鉛及びその化合物 2 0.15 ～ 0.33 0.06 ～ 0.28 0.07 ～ 0.33 0.1 ～ 0.39 <0.02 ～ 0.19 0.1 ～ 0.26

 鉄及びその化合物 10 － － － － － 0.16 ～ 0.22

 マンガン及びその化合物 10 － － － － － 0.04 ～ 0.05

 クロム及びその化合物 2 <0.02 － － － － <0.02

 カドミウム及びその化合物 0.03 － <0.003 － <0.003 － <0.003

 シアン化合物 1 <0.1 <0.1 <0.1 <0.1 － <0.1

 鉛及びその化合物 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 － <0.01

 六価クロム化合物 0.5 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 － <0.01 

 砒素及びその化合物 0.1 － <0.01 － － － <0.01

 水銀及びアルキル水銀 0.005 <0.0005 <0.0005 － <0.0005 － <0.0005 

 アルキル水銀化合物 不検出 － － － <0.0005 － <0.0005 

 セレン及びその化合物 0.1 － － － <0.01 － － 

 ふっ素及びその化合物 8 <0.2 <0.2 <0.2 <0.2 － <0.2 

 ほう素及びその化合物 10 0.03 ～ 0.1 0.11 ～ 0.24 0.07 ～ 0.13 0.21 ～ 0.37 0.03 ～ 0.05 0.02 ～ 0.05 

 トリクロロエチレン 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

 テトラクロロエチレン 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

 ジクロロメタン 0.2 <0.01 ～ 0.01 <0.01 ～ 0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 

 四塩化炭素  0.02 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

  1,2-ジクロロエタン 0.04 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002  

 1,1-ジクロロエチレン  0.04 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01  

 シス -1,2-ジクロロエチレン 0.4 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01  

 1,1,1-トリクロロエタン 3 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01  

 1,1,2-トリクロロエタン  0.06 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 

 ベンゼン 0.1 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01 <0.01  

 1,3- ジクロロプロペン 0.02 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

 有機リン化合物  1 － － － － － <0.1

 1,4-ジオキサン  0.5 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 － －

筑紫地区
伊都地区
原水槽

基準値 大橋地区対象物質

ノルマルヘキサン 
抽出物質 

表中の測定結果の数値は年間（12 回報告）の測定値またはその範囲。単位：pH を除き、mg/L[　令和4年度　排出水の水質分析結果　]
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無機系廃液は平成 27 年度から、各地区の無機系廃液集積
場に大学指定の 20 L ポリ容器に保管されていた廃液を現地
で大型タンクに毎月回収する方法に変更しています。有機系
廃液は毎月、ドラム缶で集荷し、学外委託処理をしています。
いずれの廃液においても、部局担当者は、“ 引き渡し確認票 ”
に数量等を記入した後、電子マニフェストを交付しています。
実験廃液の平成 30 年度から令和 4 年度の処理量を下に示し
ます。令和４年度より、新たに「酸性廃液」と「アルカリ性廃液」
を無機廃液分別に追加しましたが、年間処理量は 12.76kL で
あり、若干減少傾向が見られます。一方、有機系廃液の全処
理量は 97.06 kL で、そのうちの「ハロゲン系有機廃液」が
27.59 kL で前年比 .47 kL 減少、「その他の有機廃液」は
69.47 kL で前年比 1.71 kL 減少しました。

Chapter_4-3

実験廃液の処理

73.47

22.86

69.25

25.65

63.02

22.01
28.06 27.59

71.18 69.47

一般重金属廃液

フッ素廃液写真定着廃液

その他の有機廃液

水溶性有機物含有重金属廃液

シアン・ヒ素廃液アルカリ性廃液酸性廃液

120.00

90.00

60.00

30.00

0.00

4.82 5.06
6.17

4.98
5.84

6.04 5.04
5.12 3.867.84

15.42 kL

H30 R1 R2 R3 R4

1.14
0.56
1.06

0.68
0.42
0.42

0.70
0.72
0.38

0.92
0.76
0.64

0.86
0.90
0.28
0.58
1.24

（単位 : kL）[　実験廃液の処理量　（平成 30 年度～令和４年度）]　　

ハロゲン系有機廃液

SDGs_Goal

12.75 kL 12.62 kL 13.48 kL 12.76 kL
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環境報告ガイドライン　対照表 （2018 年版）

Comparison table

 １．経営責任者のコミットメント 重要な環境課題への対応に関する経営責任者のコミットメント 02

  事業者のガバナンス体制 07

  重要な環境課題の管理責任者 07

  重要な環境課題の管理における取締役会及び経営業務執行組織の役割 07

  ステークホルダーへの対応方針 30-31

  実施したステークホルダーエンゲージメントの概要 30-31

  リスクの特定、評価及び対応方法 06

  上記の方法の全社的なリスクマネジメントにおける位置付け 06

 ５．ビジネスモデル 事業者のビジネスモデル 03

  バリューチェーンの概要 05

  グリーン調達の方針、目標・実績 51

  環境配慮製品・サービスの状況 40-41

  長期ビジョン  02

  長期ビジョンの設定期間 02

  その期間を選択した理由 02

 ８．戦略 持続可能な社会の実現に向けた事業者の事業戦略 ー

  事業者が重要な環境課題を特定した際の手順 06

  特定した重要な環境課題のリスト 06

  特定した環境課題を重要であると判断した理由 06

  重要な環境課題のバウンダリー 06

  取組方針・行動計画 06

  実績評価指標による取組目標と取組実績 06

  実績評価指標の算定方法 06

  実績評価指標の集計範囲 06

  リスク・機会による財務的影響が大きい場合は、それらの影響額と算定方法 06

  報告事項に独立した第三者による保証が付与されている場合は、その保証報告書 ー

 ２．ガバナンス

 ４．リスクマネジメント

 ６．バリューチェーンマネジメント

 ７．長期ビジョン

 ９．重要な環境課題の特定方法

 １０．事業者の重要な環境課題

  報告対象組織  03

  報告対象期間   03     

  基準・ガイドライン等 06

  環境報告の全体像 05

 ２．主な実績評価指標の推移   06 

 

 １．環境報告の基本的要件

第２章 環境報告の記載事項

 ３．ステークホルダーエンゲージメントの状況

第１章 環境報告の基礎情報
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Comparison table

環境報告ガイドライン　対照表

参考資料 主な環境課題とその実績評価指標

 １．気候変動  

  温室効果ガス排出 スコープ１排出量 46

   スコープ２排出量 ー

   スコープ３排出量 ー

  原単位 温室効果ガス排出原単位 46

  エネルギー使用 エネルギー使用量の内訳及び総エネルギー使用量 45

   総エネルギー使用量に占める再生可能エネルギー使用量の割合 43-44

 ２．水資源 水資源投入量 ー

   水資源投入量の原単位 48

   排水量 47

   事業所やサプライチェーンが水ストレスの高い地域に存在する場合は、その水ストレスの状況 ー

 ３．生物多様性 事業活動が生物多様性に及ぼす影響 ー

   事業活動が生物多様性に依存する状況と程度 ー

   生物多様性の保全に資する事業活動 

   外部ステークホルダーとの協働の状況 32-35

 ４．資源循環  

  資源の投入 再生不能資源投入量 52

   再生可能資源投入量 54

   循環利用材の量 50
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あとがき

　環境報告書発刊の目的は、大学における研究・教育活動が環境に
負荷をかけず、法の枠を超えた環境・社会的配慮であり、これに関す
る情報を本報告書のステークスホルダーである、本学学生、教職員及
びそのご家族、本学を志す中・高生、キャンパスを取り巻く地域社会
に積極的に発信することです。
　Chapter_1-4 に、本学の環境活動計画、評価及び目標を記載して
います。教育・研究活動がほぼコロナ前に戻りつつあることが覗えます。
温暖化対策に向けたカーボンニュートラルキャンパス実現や九大WEB
リサイクルシステムの充実、また、資源の有効利用における再資源化
率の向上など、まだまだ目標達成に向けての努力が必要です。
　また、今回の研究トピックスは薬学研究院の石田先生に「内外環
境の攪乱による次世代影響～ダイオキシン研究を中心として～」及び、
本学環境安全衛生推進室の梅野先生に「九州大学の環境・安全教育
～高圧ガスの環境安全教育と適切な取り扱いについて～」をご寄稿頂
きました。あらためて石田先生、梅野先生に感謝申し上げます。
　令和 5 年から順次改正施行される「労働安全衛生法の新たな化学
物質規制」に対し、本学においても環境安全センターが中心となり、「化
学物質管理体制や管理規定の変更」への対応を検討しています。教職
員の皆様には今後とも本対応へのご理解とご協力をお願いいたします。
　また、環境安全センターでは、令和 4 年度にセンターホームページ
をリニューアルしました（https://ces.kyushu-u.ac.jp）。更に、「化
学物質管理及び廃液・廃棄物処理の手引き」（センターホームページ「資
料・リンク」よりダウンロード可能）も第 2 版を発行し、さらに、生活
系廃棄物ポスターも近々リニューアル版を配布予定です。今後も、「化
学物質管理」や「廃棄物処理」に関する情報を迅速かつ的確に入手
できるよう尽力いたします。
　今後も皆様からのご意見に迅速に対応していきたいと存じます。ご
意見、ご感想などございましたら、環境安全センター、もしくは総務部
環境安全管理課環境管理係までお寄せください。
最後に、2023 年度九州大学環境報告書作成にあたってご協力いただ
きました、部局等環境部会、及び全学環境部会の皆様に感謝申し上げ
ます。

Postscript
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